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(57)【要約】
　複数のポリオレフィン繊維を含む不織布ウェブを含有
する吸収性物品が提供されている。ポリオレフィンフィ
ルムは、ポリオレフィンマトリクスポリマーを含む連続
相およびナノ包含添加剤を含有する熱可塑性組成物によ
って形成される。ナノ包含添加剤は、個別のナノスケー
ル相領域として連続相内に分散されている。延伸される
時、ナノスケール相領域は、ユニークな方法でマトリク
スと相互作用してナノ細孔のネットワークを作ることが
できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バックシートとトップシートの間に位置付けられた吸収性部材を含む吸収性物品であっ
て、前記吸収性物品が、ポリオレフィンマトリクスポリマーを含む連続相および個別領域
の形態で前記連続相内に分散されているナノ包含添加剤を含有する熱可塑性組成物から形
成される複数の繊維を含む不織布ウェブを備え、約８００ナノメートル以下の平均断面寸
法を持つ複数のナノ細孔を含む多孔質ネットワークが、前記組成物中に定義される吸収性
物品。
【請求項２】
　前記ナノ細孔が約５～約７００ナノメートル、好ましくは約１０～約５００ナノメート
ルの平均断面寸法を持つ、請求項１に記載の吸収性物品。
【請求項３】
　ナノ細孔が約１００～約５０００ナノメートル、好ましくは約５０～約２０００ナノメ
ートル、より好ましくは約１００～約１０００ナノメートルの平均軸方向寸法を持つ、請
求項１または２に記載の吸収性物品。
【請求項４】
　前記ポリオレフィンマトリクスポリマーが、２１６０グラムの負荷および２３０°Ｃで
ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従って測定された場合、約０．５～約８０グラム／１０分、一部
の実施形態では約１～約４０グラム／１０分、および一部の実施形態では約５～約２０グ
ラム／１０分のメルトフローレートを持つ、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性
物品。
【請求項５】
　前記ポリオレフィンマトリクスポリマーが、プロピレンホモポリマー、プロピレン／α
－オレフィン共重合体、エチレン／α－オレフィン共重合体、またはそれらの組み合わせ
である、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項６】
　前記ポリオレフィンマトリクスポリマーが実質的にイソタクチックポリプロピレンホモ
ポリマーまたは少なくとも約９０重量％のプロピレンを含む共重合体である、前述の請求
項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項７】
　前記連続相が、前記熱可塑性組成物の約６０重量％～約９９重量％を構成する、前述の
請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項８】
　前記ナノ包含添加剤が室温で液体または半固体である、前述の請求項のいずれか一項に
記載の吸収性物品。
【請求項９】
　前記ナノ包含添加剤が非極性成分を持つポリマーである、前述の請求項のいずれか一項
に記載の吸収性物品。
【請求項１０】
　前記ポリマーが微結晶ポリオレフィンワックスである、請求項９に記載の吸収性物品。
【請求項１１】
　前記ポリマーが極性成分をさらに含む、請求項９に記載の吸収性物品。
【請求項１２】
　前記ポリマーが官能性ポリオレフィンである、請求項１１に記載の吸収性物品。
【請求項１３】
　前記ポリオレフィンがポリエポキシドである、請求項１２に記載の吸収性物品。
【請求項１４】
　前記ナノ包含添加剤が、２１６０グラムの負荷および溶融温度より少なくとも４０°Ｃ
高い温度でＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従って測定された場合、約０．１～約１００グラム／
１０分、好ましくは約０．５～約５０グラム／１０分、さらに好ましくは約５～約１５グ
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ラム／１０分のメルトフローレートを持つ、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性
物品。
【請求項１５】
　前記ナノ包含添加剤のメルトフローレートに対する前記ポリオレフィンマトリクスポリ
マーのメルトフローレートの比が約０．２～約８、好ましくは約０．５～約６、より好ま
しくは約１～約５である、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項１６】
　前記ナノ包含添加剤がナノスケール領域の形態であり、前記ナノスケール領域が約１ナ
ノメートル～約１０００ナノメートルの平均断面寸法を持つ、前述の請求項のいずれか一
項に記載の吸収性物品。
【請求項１７】
　前記ナノ包含添加剤が、前記連続相の重量に基づいて、前記組成物の約０．０５重量％
～約２０重量％を構成する、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項１８】
　前記組成物が、前記連続相内に個別領域の形態で分散されたマイクロ包含添加剤をさら
に含む、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項１９】
　前記マイクロ包含添加剤がポリマーである、請求項１８に記載の吸収性物品。
【請求項２０】
　前記マイクロ包含添加剤の前記ポリマーがスチレン共重合体、フッ素ポリマー、ポリビ
ニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、またはポリエステルである、請求項１９に記載の吸収
性物品。
【請求項２１】
　前記マイクロ包含添加剤のポリマーがポリ乳酸である、請求項１９に記載の吸収性物品
。
【請求項２２】
　前記マイクロ包含添加剤の前記ポリマーが、約０°Ｃ以上、好ましくは約５°Ｃ～約１
００°Ｃ、より好ましくは約３０°Ｃ～約８０°Ｃ、およびさらにより好ましくは約５０
°Ｃ～約７５°Ｃのガラス転移温度を持つ、請求項１９に記載の吸収性物品。
【請求項２３】
　前記マイクロ包含添加剤が、２１６０グラムの負荷および２１０°Ｃの温度で測定され
た場合、約５～約２００グラム／１０分、好ましくは約２０～約１５０グラム／１０分、
さらに好ましくは約４０～約１００グラム／１０分のメルトフローレートを持つ、請求項
１９に記載の吸収性物品。
【請求項２４】
　前記ポリオレフィンマトリクスポリマーのメルトフローレートに対する前記マイクロ包
含添加剤のメルトフローレートの比が約０．５～約１０、好ましくは約１～約８、より好
ましくは約２～約６である、請求項１９に記載の吸収性物品。
【請求項２５】
　前記マイクロ包含添加剤のヤング弾性係数に対する前記ポリオレフィンマトリクスポリ
マーのヤング弾性係数の比が約１～約２５０、好ましくは約２～約１００、より好ましく
は約２～約５０である、請求項１８に記載の吸収性物品。
【請求項２６】
　前記マイクロ包含添加剤が、約１マイクロメートル～約４００マイクロメートルの平均
軸方向寸法を持つマイクロスケール領域の形態である、請求項１８に記載の吸収性物品。
【請求項２７】
　前記マイクロ包含添加剤が、前記連続相の重量に基づいて、前記組成物の約１重量％～
約３０重量％を構成する、請求項１８に記載の吸収性物品。
【請求項２８】
　前記熱可塑性組成物が相間修飾剤をさらに含む、前述の請求項のいずれか一項に記載の
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吸収性物品。
【請求項２９】
　前記多孔質ネットワークがマイクロ細孔をさらに含む、前述の請求項のいずれか一項に
記載のエネルギー吸収性物品。
【請求項３０】
　前記多孔質ネットワークが前記組成物の全体にわたって実質的に均一な形態で分配され
ている、前述請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３１】
　前記ナノ細孔が概して平行なカラムに分配されている、前述の請求項のいずれか一項に
記載の吸収性物品。
【請求項３２】
　前記織物の合計細孔容量が立方センチメートル当たり約１５％～約８０％である、前述
の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３３】
　ナノ細孔が前記ポリオレフィン繊維の合計細孔容量の約20容量％以上を構成する、前述
の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３４】
　前記熱可塑性組成物が約０．９０ｇ／ｃｍ３以下、好ましくは約０．８５ｇ／ｃｍ３以
下、より好ましくは約０．８０　ｇ／ｃｍ３以下、より好ましくは約０．１０ｇ／ｃｍ３

～約０．７５ｇ／ｃｍ３、さらにより好ましくは約０．２０ｇ／ｃｍ３～約０．７０ｇ／
ｃｍ３の密度を持つ、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３５】
　前記熱可塑性組成物が一般的に発泡剤を含まない、前述の請求項のいずれか一項に記載
の吸収性物品。
【請求項３６】
　前記不織布ウェブがスパンボンドウェブ、メルトブローンウェブ、ボンデッドカーデッ
ドウェブ、コフォームウェブ、水圧交絡ウェブ、またはそれらの組み合わせである、前述
の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３７】
　前記バックシートが前記不織布ウェブを含む、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸
収性物品。
【請求項３８】
　前記トップシートが前記不織布ウェブを含む、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸
収性物品。
【請求項３９】
　前記吸収性部材が前記不織布ウェブを含む、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収
性物品。
【請求項４０】
　前記吸収性部材がコア層、サージ層、移動遅延層、ラップシート、通気層、またはそれ
らの組み合わせを備え、前記層の一つ以上が前記不織布ウェブを含む、請求項３９に記載
の吸収性物品。
【請求項４１】
　前記吸収性部材がコア層および、前記コア層と前記トップシートの間に位置付けられた
サージ層を含み、前記サージ層が前記不織布ウェブを含む、請求項３９に記載に吸収性物
品。
【請求項４２】
　前記物品が前記不織布ウェブを含む追加的構成要素を含み、前記追加的構成要素が耳、
封じ込めフラップ、サイドパネル、弾性部材、留め具、またはそれらの組み合わせを含む
、前述の請求項のいずれか一項に記載の吸収性物品。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（優先権の主張）
　本出願は、米国仮出願番号第６１／８３３，９８１号（２０１３年６月１２日出願）、
および第６１／９０７，５８０号（２０１３年１１月２２日出願）に対する優先権を主張
し、これらは参照により本明細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　オムツまたは女性用ケア物品などの吸収性物品は、液体透過性トップシート（これは身
体に向かって配置される「身体に面する」面を定義する）と、一般的に液体不透過性バッ
クシート（これは身体と反対側に配置される「衣服に面する」面を定義する）の間に位置
付けられた吸収性部材から一般的に作成される。ポリオレフィン不織布ウェブは、吸収性
物品の構成要素および／または層の作成によく使用される。例えば、多くの吸収性物品の
バックシートはポリプロピレン不織布ウェブから形成される。多くの有益な特性を持ちな
がら、石油ベースのポリオレフィンの全体的含量を最小化することによって、吸収性物品
製品の炭素排出量を減少させることが依然として望ましい。この目的を達成するために、
ポリオレフィン繊維に気体発泡剤を使用してセル「フォーム」構造を作り、それによって
繊維の密度、次にはポリオレフィン含量を減少させるいくつかの試みがなされてきた。残
念ながら、セル状構造の処理可能性および引張特性が、制御されていない細孔径および分
布のために低下することがよくある。従って、石油ベースのポリマーの消費量が低減され
ているが、それでも良好な特性も示す吸収性物品の繊維およびウェブに対するニーズが現
在存在する。
【発明の概要】
【０００３】
　本発明の一つの実施形態によると、バックシートとトップシートの間に位置付けられた
吸収性部材を含む吸収性物品が開示されている。吸収性物品は、ポリオレフィンマトリク
スポリマーを含む連続相および個別領域の形態で連続相中に分散されたナノ包含添加剤を
含む熱可塑性組成物から形成された複数の繊維を含む不織布ウェブを備える。約800ナノ
メートル以下の平均断面寸法を持つ複数のナノ細孔を含む多孔質ネットワークが、組成物
中に定義される。
【０００４】
　本発明のその他の特徴および態様は、以下でより詳細に検討される。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
　当業者を対象とした、本発明の完全かつ実施可能な開示は、その最良の様式を含めて、
本明細書の残りの部分でさらに具体的に記載されており、これは以下の添付図を参照する
。
【０００６】
【図１】本発明の吸収性物品の一つの実施形態の斜視図である。
【図２】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例１の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸およ
びポリエポキシド）のＳＥＭ顕微鏡写真（１，０００Ｘ）である。
【図３】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例１の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸およ
びポリエポキシド）のＳＥＭ顕微鏡写真（５，０００Ｘ）である。
【図４】実施例１の繊維表面（ポリプロピレン、ポリ乳酸およびポリエポキシド）のＳＥ
Ｍ顕微鏡写真（１０，０００Ｘ）である。
【図５】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例２の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸およ
びポリエポキシド）の軸方向寸法に沿ったＳＥＭ顕微鏡写真（１，０００Ｘ）である。
【図６】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例２の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸およ
びポリエポキシド）の軸方向寸法に沿ったＳＥＭ顕微鏡写真（５，０００Ｘ）である。
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【図７】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例３の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸、ポ
リエポキシド、および界面修飾剤）の軸方向寸法に沿ったＳＥＭ顕微鏡写真（１，０００
Ｘ）である。
【図８】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例２の繊維（ポリプロピレン、ポリ乳酸、ポ
リエポキシド、および界面修飾剤）の軸方向寸法に沿ったＳＥＭ顕微鏡写真（５，０００
Ｘ）である。
【図９】ポリオレフィン繊維を形成するために本発明の一つの実施形態で使用されうるプ
ロセスの略図である。
【図１０】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例５の繊維のＳＥＭ顕微鏡写真（４，２７
０Ｘ）である。
【図１１】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例５の繊維のＳＥＭ顕微鏡写真（９，１７
０Ｘ）である。
【図１２】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例６の繊維のＳＥＭ顕微鏡写真である。
【図１３】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例６の繊維のＳＥＭ顕微鏡写真である。
【図１４】液体窒素中凍結破壊した後の、実施例７の繊維のＳＥＭ顕微鏡写真である。
【図１５】実施例７のボンデッドウェブのＳＥＭ顕微鏡写真である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　ここで、本発明のさまざまな実施形態を詳細に参照するが、その一つ以上の例を以下で
説明する。各例は、本発明の説明方法として提供されており、本発明を限定するものでは
ない。実際に、本発明の範囲または精神から逸脱することなく、本発明に様々な改造およ
び変形をしうることは、当業者にとって明らかであろう。例えば、一つの実施形態の一部
として図示または記述された特徴は、別の実施形態で使用して、なおさらなる実施形態を
生じうる。従って、本発明が、添付した請求項の範囲およびそれらの均等物の範囲内に収
まるような改造や変形を網羅することが意図される。
【０００８】
　一般的に、本発明は水またはその他の流体を吸収することができる吸収性物品を対象と
する。一部の吸収物品の例には、おむつ、トレーニングパンツ、吸収性下着、成人失禁物
品、女性用衛生用品（例えば、生理用ナプキン）、水着、おしり拭き、ミットワイプなど
のパーソナルケア吸収物品、衣類、穿孔材料、アンダーパッド、包帯、吸収性ドレープ、
および医療用ワイプなどの医療用吸収性物品、食品サービスタオル、衣料物品などを含む
がこれに限定されない。意図される用途に関わらず、吸収性物品はバックシートとトップ
シートの間に位置付けられた吸収性部材（例えば、コア層、サージ層、移動遅延層など）
 を一般的に含む。特に、吸収性部材、バックシート、および／またはトップシート、な
らびに吸収性物品の一つ以上の構成要素（例えば、耳、封じ込めフラップ、サイドパネル
など）は、熱可塑性組成物から形成される複数の繊維を含む不織布ウェブを含む。熱可塑
性組成物は、ポリオレフィンマトリクスポリマーを含む連続相を含有し、連続相内に個別
ナノスケール相領域として分散されるように、ポリオレフィンマトリクスポリマーと少な
くとも部分的に不適合なナノ包含添加剤も含む。繊維の延伸中、組成物が変形および伸長
ひずみを受ける時、これらのナノスケール相領域はユニークな方法で相互作用して細孔の
ネットワークを作ることができることを本発明者らは発見した。すなわち、材料の不適合
性から生じる応力集中の結果として、伸長ひずみは、個別相領域の近くに強い局所的せん
断ゾーンおよび／または応力強度ゾーン（例えば、垂直応力）を開始することができる。
これらのせん断および／または応力強度ゾーンは、領域に隣接するポリオレフィンマトリ
クスにいくらかの初期剥離を生じさせる。初期細孔が形成されると、領域の間に配置され
たマトリクスは、塑性的に変形して、局所的に狭く（または首）ひずみ硬化した内部の伸
張エリアを作ることができる。このプロセスは、伸張方向に成長する組成物の塊を通した
細孔の形成を可能にし、それにより多孔質ネットワークの形成をもたらす一方、分子配向
は機械的強度を強化するひずみ硬化を引き起こす。
【０００９】
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　上述の技術を通して、繊維の一定単位容量内にマイクロ細孔およびナノ細孔によって占
められる平均容量パーセントが、繊維の約１５％～約８０％／ｃｍ３、一部の実施形態で
は約２０％～約７０％、また一部の実施形態では約３０％～約６０％／立方センチメート
ルであるように、ユニークな多孔質ネットワークをポリオレフィン繊維中に形成しうる。
このような細孔容量では、組成物は、約０．９０グラム／立方センチメートル（「ｇ／ｃ
ｍ３」）以下、一部の実施形態では約０．８５ｇ／ｃｍ３以下、一部の実施形態では約０
．８０ｇ／ｃｍ３以下、一部の実施形態では約０．１０ｇ／ｃｍ３～約０．７５ｇ／ｃｍ
３、および一部の実施形態では約０．２０ｇ／ｃｍ３～約０．７０ｇ／ｃｍ３など、比較
的低い密度を持ちうる。多孔質ネットワークの細孔のかなりの部分は、約８００ナノメー
トル以下、一部の実施形態では約５～７００ナノメートル、および一部の実施形態では約
１０～約５００ナノメートルの平均断面寸法を持つものなど、「ナノスケール」サイズ（
「ナノ細孔」）でもある。「断面寸法」という用語は、細孔の特性寸法（例えば、幅また
は直径）を一般的に指し、これはその主軸（例えば、長さ）に実質的に直交し、また延伸
中に加えられる応力の方向に一般的には実質的に直交する。ナノ細孔は、約１００～約５
０００ナノメートル、一部の実施形態では約５０～約２０００ナノメートル、および一部
の実施形態では約約１００～１０００ナノメートルの範囲内の平均軸方向寸法も持ちうる
。「軸方向寸法」とは、主軸（例えが、長さ）の方向の寸法であり、これは一般的には延
伸の方向である。例えば、このようなナノ細孔は、ポリオレフィン繊維の合計細孔容量の
約１５容量％以上、一部の実施形態では約２０容量％以上、一部の実施形態では約３０容
量％～１００容量％、一部の実施形態では、約４０容量％～約９０容量％を構成しうる。
【００１０】
　本発明のさまざまな実施形態をこれから詳細に説明する。
【００１１】
　Ｉ．　熱可塑性組成物
　Ａ．　ポリオレフィンマトリクス
　ポリオレフィンマトリクスは、一般的に、熱可塑性組成物の約６０重量％～約９９重量
％、一部の実施形態では約６０重量％～約９８重量％、および一部の実施形態では約８０
重量％～約９５重量％を占める。ポリオレフィンは、約１００°Ｃ～約２２０°Ｃ、一部
の実施形態では約１２０°Ｃ～約２００°Ｃ、および一部の実施形態では約１４０°Ｃ～
約１８０°Ｃの溶融温度を持ちうる。溶融温度は、ＡＳＴＭ　Ｄ－３４１７に従い、示差
走査熱量測定（「ＤＳＣ」）を使用して決定されうる。適切なポリオレフィンには、例え
ば、エチレンポリマー（例えば、低密度ポリエチレン（「ＬＤＰＥ」）、高密度ポリエチ
レン（「ＨＤＰＥ」）、直鎖低密度ポリエチレン（「ＬＬＤＰＥ」｝など）、プロピレン
ホモポリマー（例えば、シンジオタクチック、アタクチック、イソタクチックなど）、プ
ロピレン共重合体などを含みうる。一つの特定実施形態では、ポリマーは、ホモポリプロ
ピレンまたはプロピレンの共重合体など、プロピレンポリマーである。プロピレンポリマ
ーは、例えば、実質的にイソタクチックポリプロピレン・ホモポリマーまたはその他のモ
ノマーを約１０重量％以下（すなわち、プロピレンの少なくとも約９０重量％）含む共重
合体から形成されうる。このようなホモポリマーは、約１４０°Ｃ～約１７０°Ｃの融点
を持ちうる。
【００１２】
　当然、その他のポリオレフィンも本発明の組成物に用いられうる。一つの実施形態では
、例えば、ポリオレフィンは、エチレンまたはプロピレンと別のα－オレフィン（Ｃ３－
Ｃ２０α－オレフィンまたはＣ３－Ｃ１２α－オレフィンなど）の共重合体でありうる。
適切なα－オレフィンの具体例には、１－ブテン、３－メチル－１－ブテン、３，３－ジ
メチル－１－ブテン、１－ペンテン、一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を
持つ１－ペンテン、一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－ヘキセン
、一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－ヘプテン、一つ以上のメチ
ル、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－オクテン、一つ以上のメチル、エチルまたは
プロピル置換基を持つ１－ノネン、エチル、メチルまたはジメチル置換１－デセン、１－
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ドデセン、およびスチレンを含む。特に望ましいα－オレフィンは、１－ブテン、１－ヘ
キセンおよび１－オクテンである。このような表重合体のエチレンまたはプロピレン含量
は、約６０モル％～約９９モル％、一部の実施形態では約８０モル％～約９８．５％、お
よび一部の実施形態では約８７モル％～約９７．５モル％でありうる。α－オレフィン含
量は、同様に約１モル％～約４０モル％、一部の実施形態では約１．５モル％～約１５モ
ル％、および一部の実施形態では約２．５モル％～約１３モル％の範囲でありうる。
【００１３】
　本発明で使用するための模範的オレフィン共重合体には、テキサス州ヒューストンのＥ
ｘｘｏｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙからＥＸＡＣＴＴＭという名称
で市販されているエチレンベースの共重合体を含む。その他の適切なエチレン共重合体は
、ミシガン州ミッドランドのＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　ＣｏｍｐａｎｙからＥＮＧＡＧ
ＥＴＭ、ＡＦＦＩＮＩＴＹＴＭ、ＤＯＷＬＥＸＴＭ（ＬＬＤＰＥ）およびＡＴＴＡＮＥＴ

Ｍ（ＵＬＤＰＥ）という名称で市販されている。その他の適切なエチレンポリマーは、Ｅ
ｗｅｎらの米国特許第４，９３７，２９９号、Ｔｓｕｔｓｕｉらの第５，２１８，０７１
号、Ｌａｉらの第５，２７２，２３６号、およびＬａｉらの第５，２７８，２７２号に記
述されている。適切なプロピレン共重合体も、ＥｘｘｏｎＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏ．（テキサス州ヒューストン）のＶＩＳＴＡＭＡＸＸＴＭ、Ａｔｏｆｉｎａ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌｓ（ベルギー、フェルイ）のＦＩＮＡＴＭ（例えば、８５７３）、三井石油
化学工業のＴＡＦＭＥＲＴＭ、およびＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．（ミシガン州ミ
ッドランド）のＶＥＲＳＩＦＹＴＭという名称で市販されている。適切なポリプロピレン
ホモポリマーには、Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌ　３１５５ポリプロピレン、Ｅｘｘｏｎ　Ｍ
ｏｂｉｌ　ＡｃｈｉｅｖｅＴＭ樹脂およびＴｏｔａｌ　Ｍ３６６１　ＰＰ樹脂を含みうる
。プロピレンポリマーのその他の例は、Ｄａｔｔａらの米国特許第６，５００，５６３号
、Ｙａｎｇらの第５，５３９，０５６号、およびＲｅｓｃｏｎｉらの第５，５９６，０５
２号に記述されている。
【００１４】
　さまざまな既知の技術のいずれでも、オレフィン共重合体を形成するために一般的に使
用されうる。例えば、オレフィンポリマーは、フリーラジカルまたは配位触媒（例えば、
チーグラー・ナッタ）を使用して形成されうる。好ましくは、オレフィンポリマーは、メ
タロセン触媒などの、単一部位配位触媒から形成される。このような触媒系は、コモノマ
ーが、分子鎖内に無作為に分布され、異なる分子量分画にわたって均一に分布されたエチ
レン共重合体を生成する。メタロセン触媒によるポリオレフィンは、例えば、ＭｃＡｌｐ
ｉｎらの米国特許第５，５７１，６１９号、Ｄａｖｉｓらの第５，３２２，７２８号、Ｏ
ｂｉｊｅｓｋｉらの第５，４７２，７７５号、Ｌａｉらの第５，２７２，２３６号、およ
びＷｈｅａｔらの第６，０９０，３２５号に記述されている。メタロセン触媒の例には、
ビス（ｎ－ブチルシクロペンタジエニル）チタニウム・ジクロリド、ビス（ｎ－ブチルシ
クロペンタジエニル）ジルコニウム・ジクロリド、ビス（シクロペンタジエニル）スカン
ジウム・クロリド、ビス（インデニル）ジルコニウム・ジクロリド、ビス（メチルシクロ
ペンタジエニル）チタニウム・ジクロリド、ビス（メチルシクロペンタジエニル）ジルコ
ニウム・ジクロリド、コバルトセン、シクロペンタジエニルチタニウム・トリクロリド、
フェロセン、ハフノセン・ジクロリド、イソプロピル（シクロペンタジエニル，－１－フ
ルオレニル）ジルコニウム・ジクロリド、二塩化モリブドセン、ニッケロセン、二塩化ニ
オボセン、ルテノセン、二塩化チタノセン、ジルコノセンクロリドヒドリド、二塩化ジル
コノセンなどを含む。メタロセン触媒を使用して作ったポリマーは、一般的に狭い分子量
範囲を持つ。例えば、メタロセン触媒によるポリマーは、４より小さい多分散数（Ｍｗ／
Ｍｎ）、制御された短鎖分岐分布、および制御されたイソタクシチシーを持ちうる。
【００１５】
　Ｂ．　ナノ包含添加剤
　本明細書で使用される場合、「ナノ包含添加剤」という用語は、ポリマーマトリクス内
にナノスケールサイズの個別領域の形態で分散されることのできる材料を一般的に指す。
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例えば、延伸前に、領域は、約１～約１０００ナノメートル、一部の実施形態では約５～
約８００ナノメートル、一部の実施形態では約１０～約５００ナノメートル、および一部
の実施形態では約２０～約２００ナノメートルの平均断面寸法を持ちうる。領域は、楕円
形、球形、円筒形、プレート状、管状などのさまざまな異なる形状を持ちうる。一つの実
施形態では、領域は実質的に楕円の形状を持つ。ナノ包含添加剤は一般的に、連続相ポリ
オレフィンマトリクスの重量に基づいて、熱可塑性組成物の約０．０５重量％～約２０重
量％、一部の実施形態では、約０．１重量％～約１０重量％、および一部の実施形態では
約０．５重量％～約５重量％の量で使用される。熱可塑性組成物全体のナノ包含添加剤の
濃度は、同様に、約０．０１重量％～約１５重量％、一部の実施形態では約０．０５重量
％～約１０重量％、および一部の実施形態では約０．３重量％～約６重量％でありうる。
【００１６】
　ナノ包含添加剤は、ポリオレフィンマトリクス内に実質的に均一ではあるが、個別領域
の形態で分配されうるという意味では、ポリオレフィンと部分的に不適合である。このよ
うな部分的不適合性は、さまざまな方法で達成できる。例えば特定の実施形態では、ナノ
包含添加剤は、ポリオレフィンマトリクスと適合する非極性成分（例えば、オレフィン）
を有する場合があり、それが不均一に分配されることを可能にする。それでもなお、添加
剤は、ポリオレフィンマトリクスと不適合の極性成分を含む場合があり、それによって個
別領域へと合体または分離することを可能にする。このような成分には、低分子または高
分子極性分子セグメントまたはブロック、イオン基、荷電または非荷電極性領域、および
／または極性分子群を含みうる。代替的に、添加剤は完全に非極性の性質でありうるが、
それでも個別領域が形成されることを許す特定の物理的特性を有する。例えば、特定の実
施形態では、ナノ包含添加剤は、特定温度よりも上でポリオレフィンと適合性または混和
性であるが、臨界共溶温度より低い温度で相分離しうる。このようにして、ナノ包含添加
剤が相分離、合体し、別のナノスケール領域を形成できるように、ナノ包含添加剤は、溶
融相でポリオレフィンと安定混合物を形成するが、温度が低下するにつれて、連続相が結
晶化して分離しうる。
【００１７】
　望ましい領域が形成できる限り、ナノ包含添加剤の特定の状態または形態は重要でない
。例えば、一部の実施形態では、ナノ包含添加剤は、室温（例えば、２５°Ｃ）で液体ま
たは半固体の形態でありうる。このような液体は、マトリクス中に容易に分散されて、準
安定分散を形成し、その後クエンチされて、混合物の温度を低下させることによって領域
サイズを保存できる。液体または半固体材料などの動粘度は、４０°Ｃで決定される時、
典型的には約０．７～約２００センチストーク（「ｃｓ」）、一部の実施形態では約１～
１００ｃｓ、および一部の実施形態では約１．５～約８０ｃｓである。適切な液体または
半固体には、例えば、シリコン、シリコン－ポリエステル共重合体、脂肪族ポリエステル
、芳香族ポリエステル、アルキレングリコール（例えば、エチエングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、プロピレングリコ
ール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコールな
ど）、アルカンジオール（例えば、１，３－プロパンジオール、２，２－ジメチル－１，
３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペ
ンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル－１，６ヘキサン
ジオール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール
、２，２，４，４，－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールなど）、アミンオキ
シド（例えば、オクチルジメチルアミン・オキシド）、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド（
例えば、オレアミド、エルカミド、ステアラミド、エチレンビス（ステアラミド）など）
、鉱物、および植物油などを含みうる。一つの特に適切な液体または半固体は、ＢＡＳＦ
　Ｃｏｒｐの商標ＰＬＵＲＩＯＬ（登録商標）　ＷＩで市販されているものなどのポリエ
ーテルポリオールである。
【００１８】
　またその他の実施形態では、ナノ包含添加剤は固体の形態であり、これは非晶質、結晶
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、または半結晶でありうる。例えば、ナノ包含添加剤は高分子の性質であり、比較的高い
分子量を持ち、熱可塑性組成物の溶融強度および安定性の改善に役立つ。上述のように、
ナノ包含添加剤は、ポリオレフィンマトリクスと部分的に不適合である。このような添加
剤の一つの例は微結晶ポリオレフィンワックスであり、これは典型的にはエチレンおよび
／または、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－
オクテン、１－ノネン、および１－デセンなど、Ｃ３－Ｃ１０－アルク－１－エンから派
生する。微結晶ワックスは典型的には、約３０°Ｃ～１５０°Ｃ、一部の実施形態では約
５０°Ｃ～約１４０°Ｃ、および一部の実施形態では約８０°Ｃ～約１３０°Ｃなど、比
較的低い溶融温度を持つ。このような低い溶融温度では、ワックスは、溶融相にある時ポ
リオレフィンと混和混合物を形成しうるが、温度が低下して高分子が結晶化または固化す
るにつれて、ワックスは分離および合体して別のナノスケール領域を形成する。
【００１９】
　高分子ナノ包含添加剤の別の例は、極性および非極性成分を含む官能性ポリオレフィン
である。例えば、極性成分は一つ以上の官能基によって提供され、非極性成分はオレフィ
ンによって提供されうる。ナノ包含添加剤のオレフィン成分は、概して、上述のようなオ
レフィンモノマーから由来する任意の直鎖または分岐α－オレフィンモノマー、オリゴマ
ー、またはポリマー（共重合体を含む）から形成されうる。ナノ包含添加剤の官能基は、
分子に極性成分を提供し、ポリオレフィンマトリクスポリマーと適合しない任意の基、分
子セグメントおよび／またはブロックでありうる。ポリオレフィンと適合しない分子セグ
メントおよび／またはブロックの例には、アクリレート、スチレン、ポリエステル、ポリ
アミドなどが含まれうる。官能基は、イオン性質を持ち、荷電金属イオンを含みうる。特
に適切な官能基は、無水マレイン酸、マレイン酸、フマル酸、マレイミド、マレイン酸ヒ
ドラジド、無水マレイン酸とジアミンの反応生成物、メチルナド酸無水物、ジクロロマレ
イン酸無水物、マレイン酸アミドなどである。無水マレイン酸修飾ポリオレフィンは、本
発明の使用に特に適している。このような修飾ポリオレフィンは、ポリマー骨格材料に無
水マレイン酸をグラフトすることによって一般的に形成される。このようなマレイン酸化
ポリオレフィンは、Ｅ．　Ｉ．　ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙからＦｕｓａｂｏｎｄ（登録商標）という名前で市販されており、Ｐシリーズ
（化学修飾ポリプロピレン）、Ｅシリーズ（化学修飾ポリエチレン）、Ｃシリーズ（化学
修飾エチレン酢酸ビニル）、Ａシリーズ（化学修飾エチレンアクリレート共重合体または
ターポリマー）、またはＮシリーズ（化学修飾エチレン－プロピレン、エチレン－プロピ
レンジエンモノマー（「ＥＰＤＭ」）またはエチレン－オクタン）などがある。代替的に
、マレイン酸化ポリオレフィンは、Ｐｏｌｙｂｏｎｄ（登録商標）という名称でＣｈｅｍ
ｔｕｒａ　Ｃｏｒｐ．から、Ｅａｓｔｍａｎ　Ｇシリーズという名称でＥａｓｔｍａｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから、およびＯｒｅｖａｃ（登録商標）という商標で
Ａｒｋｅｍａからも市販されている。
【００２０】
　特定の実施形態では、高分子ナノ包含添加剤も反応性でありうる。このような反応性の
ナノ包含添加剤の一例は、分子あたり平均して少なくとも二つのオキシレン環を含むポリ
エポキシドである。理論に制限されるものではないが、このようなポリエポキシド分子は
、組成物の特定の成分とともに反応を受けて（例えば、鎖延長、側鎖分岐、グラフト、共
重合体形成など）、ガラス転移温度を大幅に減少させることなく、溶融強度を改善しうる
と考えられる。反応性添加剤は、ポリオレフィンとその他のより極性添加剤（マイクロ包
含添加剤など）の間に適合性を提供することもでき、分散の均一性を改善し、マイクロ包
含添加剤のサイズを減少させることができる。例えば、下記により詳細に記述されるよう
に、本発明の特定の実施形態は、マイクロ包含添加剤としてポリエステルを用いうる。こ
のような実施形態では、反応性ナノ包含添加剤は、ポリエステルのカルボニル末端基を通
して（エステル化）またはヒドロキシル基を通して（エーテル化）、求核的開環反応を可
能にしうる。オキザロリン副反応が同様に起こって、エステルアミド部分を形成しうる。
このような反応を通して、ポリエステルマイクロ包含添加剤の分子量を増加させて、溶融
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処理中によく見られる分解に対抗しうる。本発明者らは、過剰な反応はポリマー骨格間の
架橋につながりうることを発見した。このような架橋がかなりの程度まで進むと、結果生
じるポリマー混合物が脆くなって望ましい強度および伸長特性を持つ繊維に処理すること
が困難になりうる。
【００２１】
　この点で、本発明者は、比較的低いエポキシ官能性を持つポリエポキシドが特に効果的
である場合があり、これはその「エポキシ当量」によって定量化しうることを発見した。
エポキシ当量は、エポキシ基の１分子を含む樹脂の量を反映し、これは、修飾剤の数平均
分子量を分子中のエポキシ基の数で割ることによって計算されうる。本発明のポリエポキ
シドは、一般的に、約７，５００～約２５０，０００グラム／モル、一部の実施形態では
約１５，０００～約１５０，０００グラム／モル、および一部の実施形態では約２０，０
００～約１００，０００グラム／モルの範囲の数平均分子量を持ち、多分散指数は一般的
に２．５～７の範囲である。ポリエポキシドは、５０個未満、一部の実施形態では５～４
５個、および一部の実施形態では１５～４０個のエポキシ基を含みうる。同じく、エポキ
シ当量は、約１５，０００／モル未満、一部の実施形態では約２００～約１０，０００グ
ラム／モル、および一部の実施形態では約５００～約７，０００グラム／モルでありうる
。
【００２２】
　ポリエポキシドは、末端エポキシ基、骨格オキシラン単位、および／またはペンダント
エポキシ基を含む 直鎖または分岐の、ホモポリマーまたは共重合体（例えば、ランダム
、グラフト、ブロックなど）でありうる。このようなポリエポキシドを形成するために使
用されるモノマーは異なりうる。一つの特定の実施形態では、例えば、ポリエポキシドは
、少なくとも一つのエポキシ官能性（メタ）アクリルモノマー成分を含む。本書で使用さ
れる時、「（メタ）アクリル」という用語は、アクリルおよびメタクリルモノマー、並び
にアクリレートおよびメタクリレートモノマーなど、その塩またはエステルを含む。例え
ば、適切なエポキシ官能性（メタ）アクリルモノマーには、アクリル酸グリシジルおよび
メタクリル酸グリシジルなどの、１，２－エポキシ基を含むものが含まれうるがこれに限
定されない。その他の適切なエポキシ官能性モノマーには、アリルグリシジルエーテル、
エタクリル酸グリシジル、およびイタコン酸グリシジルが含まれる。
【００２３】
　ポリエポキシドは、鎖延長をもたらすだけでなく、望ましい混合形態を達成するのに役
立つように、上述のように比較的高い分子量を一般的に持つ。こうして、ポリマーの結果
生じるメルトフローレートは、２１６０グラムの負荷および１９０°Ｃで測定された場合
、約１０～約２００グラム／１０分、一部の実施形態では約４０～約１５０グラム／１０
分、および一部の実施形態では約６０～約１２０グラム／１０分でありうる。
【００２４】
　ポリエポキシドは典型的には、２～２０個の炭素原子、好ましくは２～８個の炭素原子
を持つものなどの、少なくとも一つの直鎖または分岐α－オレフィンモノマーも含む。具
体例には、エチレン、プロピレン、１－ブテン、３－メチル－１－ブテン、３，３－ジメ
チル－１－ブテン、１－ペンテン、一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を持
つ１－ペンテン、一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－ヘキセン、
一つ以上のメチル、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－ヘプテン、一つ以上のメチル
、エチルまたはプロピル置換基を持つ１－オクテン、一つ以上のメチル、エチルまたはプ
ロピル置換基を持つ１－ノネン、エチル、メチルまたはジメチル置換１－デセン、１－ド
デセン、およびスチレンを含む。特に望ましいα－オレフィンコモノマーは、エチレンお
よびプロピレンである。別の適切なモノマーには、エポキシ官能性でない（メタ）アクリ
ルモノマーを含みうる。このような、（メタ）アクリルモノマーの例には、アクリル酸メ
チル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸ｉ－プロピル、アクリル
酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｓ－ブチル、アクリル酸ｉ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、
アクリル酸ｎ－アミル、アクリル酸ｉ－アミル、アクリル酸イソボルニル、アクリル酸ｎ
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－ヘキシル、アクリル酸２－エチルブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸
ｎ－オクチル、アクリル酸ｎ－デシル、アクリル酸メチルシクロヘキシル、アクリル酸シ
クロペンチル、アクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、
メタクリル酸２－ヒドロキシエチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチ
ル、メタクリル酸ｉ－プロピル、メタクリル酸ｉ－ブチル、メタクリル酸ｎ－アミル、メ
タクリル酸ｎ－ヘキシル、メタクリル酸ｉ－アミル、メタクリル酸ｓ－ブチル、メタクリ
ル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸２－エチルブチル、メタクリル酸メチルシクロヘキシル、
メタクリル酸シンナミル、メタクリル酸クロチル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタク
リル酸シクロペンチル、メタクリル酸２－エトキシエチル、メタクリル酸イソボルニルな
ど、並びにその組み合わせを含みうる。
【００２５】
　本発明の特に望ましい一つの実施形態では、ポリエポキシドは、エポキシ官能性の（メ
タ）アクリル単量体成分、α－オレフィン単量体成分、および非エポキシ官能性の（メタ
）アクリル単量体成分である。例えば、ポリエポキシドは、ポリ（エチレン－コ－メチル
アクリレート－コ－グリシジルメタクリレート）であることがあり、これは以下の構造を
持つ：
【００２６】
【化１】

　ここで、ｘ、ｙ、およびｚは１以上である。
【００２７】
　さまざまな既知の技術を使用して、エポキシ官能性モノマーをポリマーにしうる。例え
ば、極性官能基を含むモノマーは、ポリマー骨格にグラフトされてグラフト共重合体を形
成しうる。このようなグラフト技術は、当技術分野でよく知られており、例えば、米国特
許第５，１７９，１６４号に記述されている。その他の実施形態では、エポキシ官能基を
含むモノマーは、高圧反応、チーグラー・ナッタ触媒反応系、単一部位触媒（例えば、メ
タロセン）反応系などの、既知のフリーラジカル重合技術を使用して、モノマーと共重合
されてブロックまたはランダム共重合体を形成しうる。
【００２８】
　単量体成分の相対的部分は、エポキシ反応性とメルトフローレートの間のバランスを達
成するように選択されうる。より具体的には、高いエポキシモノマー含量は、良好な反応
性をもたらしうるが、含量が高すぎると、ポリエポキシドがポリマー混合物の溶融強度に
悪影響を与えるほど、メルトフローレートを減少させうる。従って、ほとんどの実施形態
では、エポキシ官能性（メタ）アクリルモノマーは、共重合体の約１重量％～約２５重量
％、一部の実施形態では約２重量％～約２０重量％、および一部の実施形態では約４重量
％～約１５重量％を占める。同様にα－オレフィンモノマーは、共重合体の約５５重量％
～約９５重量％、一部の実施形態では約６０重量％～約９０重量％、および一部の実施形
態では約６５重量％～約８５重量％を占めうる。使用される場合、その他の単量体成分（
例えば、非エポキシ官能性（メタ）アクリルモノマー）は、共重合体の約５重量％～約３
５重量％、一部の実施形態では約８重量％～約３０重量％、および一部の実施形態では約
１０重量％～約２５重量％を占めうる。本発明で使用されうる、適切なポリエポキシドの
一つの具体例は、ＬＯＴＡＤＥＲ（登録商標）　ＡＸ８９５０または　ＡＸ８９００とい
う名前でＡｒｋｅｍａから市販されている。例えば、ＬＯＴＡＤＥＲ（登録商標）　ＡＸ
８９５０は、７０～１００ｇ／１０分のメルトフローレートを持ち、７重量％～１１重量
％のメタクリル酸グリシジルモノマー含量、１３重量％～１７重量％の酢酸メチルモノマ
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ー含量、および７２重量％～８０重量％のエチレンモノマー含量を持つ。別の適切なポリ
エポキシドは、ＥＬＶＡＬＯＹ（登録商標）　ＰＴＷという名称でＤｕＰｏｎｔから市販
されており、これはエチレン、ブチルアクリレート、およびグリシジルメタクリレートの
ターポリマーであり、１２ｇ／１０分のメルトフローレートを持つ。
【００２９】
　ポリエポキシドを形成するために使用するモノマーのタイプおよび相対的含量を制御す
ることに加えて、望ましい利益を達成するために全体的重量パーセントも制御されうる。
例えば、修飾レベルが低すぎると、溶融強度および機械的特性の望ましい増加が達成され
ないことがある。しかし本発明者は、修飾レベルが高すぎると、エポキシ官能基による強
い分子間相互作用（例えば、架橋）および物理的ネットワーク形成のために、プロセスが
制限されうることも発見した。従って、ポリエポキシドは、一般的に、組成物に使用され
るポリオレフィンの重量に基づいて、約０．０５重量％～約１０重量％、一部の実施形態
では、約０．１重量％～約８重量％、一部の実施形態では約０．５重量％～約５重量％、
および一部の実施形態では約１重量％～約３重量％の量で使用される。またポリエポキシ
ドは、組成物の総重量に基づいて、約０．０５重量％～約１０重量％、一部の実施形態で
は約０．０５重量％～約８重量％、一部の実施形態では約０．１重量％～約５重量％、お
よび一部の実施形態では約０．５重量％～約３重量％を占めうる。
【００３０】
　オキサゾリン官能性化ポリマー、シアニド官能性化ポリマーなど、その他の反応性のナ
ノ包含添加剤も本発明で使用しうる。使用された場合、このような反応性のナノ包含添加
剤は、ポリエポキシドに対して上述の濃度内で使用されうる。一つの特定実施形態では、
オキサゾリン環を含むモノマーでグラフトされたポリオレフィンである、オキサゾリング
ラフト化ポリオレフィンが使用されうる。オキサゾリンには、２－ビニル－２－オキサゾ
リン（例えば、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン）、２－脂肪－アルキル－２－オ
キサゾリン（例えば、オレイン酸、リノレン酸、パルミトオレイン酸、ガドレイン酸、エ
ルカ酸および／またはアラキドン酸のエタノールアミドから取得可能）およびその組み合
わせなどの、２－オキザロリンを含みうる。別の実施形態では、オキサゾリンは、例えば
、マレイン酸リシノールオキサゾリン、ウンデシル－２－オキサゾリン、ソヤ－２－オキ
サゾリン、リシヌス－２－オキサゾリンおよびその組み合わせから選択されうる。また別
の実施形態では、オキサゾリンは、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、２－イソプ
ロペニル－４，４－ジメチル－２－オキサゾリンおよびその組み合わせから選択される。
【００３１】
　本発明の特定の実施形態では、複数のナノ包含添加剤を組み合わせて使用しうる。例え
ば、第一のナノ包含添加剤（例：ポリエポキシド）は、約５０～約５００ナノメートル、
一部の実施形態では約６０～約４００ナノメートル、および一部の実施形態では約８０～
約３００ナノメートルの平均断面寸法を持つ領域の形態で分散されうる。第二のナノ包含
添加剤は、約１～約５０ナノメートル、一部の実施形態では約２～約４５ナノメートル、
および一部の実施形態では約５～約４０ナノメートルの平均断面寸法を持つものなど、第
一のナノ包含添加剤より小さい領域の形態でも分散されうる。用いられる時、第一および
／または第二のナノ包含添加剤は一般的に、連続相（マトリクスポリマー）の重量に基づ
いて、熱可塑性組成物の約０．０５重量％～約２０重量％、一部の実施形態では、約０．
１重量％～約１０重量％、および一部の実施形態では約０．５重量％～約５重量％の量を
占める。熱可塑性組成物全体の第一および／または第二のナノ包含添加剤の濃度は、同様
に、熱可塑性組成物の約０．０１重量％～約１５重量％、一部の実施形態では約０．０５
重量％～約１０重量％、および一部の実施形態では約０．１重量％～約８重量％でありう
る。
【００３２】
　第二のナノ包含添加剤にナノフィラーを随意に用いることができ、この例にはカーボン
ブラック、カーボンナノチューブ、カーボンナノ繊維、ナノクレイ、金属ナノ粒子、ナノ
シリカ、ナノアルミナなどを含みうる。ナノクレイが特に適している。「ナノクレイ」と
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いう用語は、クレイ材料（天然鉱物、有機修飾された鉱物、または合成名の材料）のナノ
粒子を一般的に指し、これは典型的には板状構造を持つ。ナノクレイの例には、例えば、
モンモリロナイト（２：１層状スメクタイト粘土構造）、ベントナイト（モンモリロナイ
トで主に形成されたフィロケイ酸アルミニウム）、カオリナイト（１：１板状構造および
Ａｌ２Ｓｉ２Ｏ５（ＯＨ）４）の経験式を持つ）アルミノケイ酸塩）、ハロイサイト（１
：１管状構造およびＡｌ２Ｓｉ２Ｏ５（ＯＨ）４）を持つアルミノケイ酸塩などが含まれ
る。適切なナノクレイの一例はＣｌｏｉｓｉｔｅ（登録商標）で、これは、モンモリロナ
イトナノクレイであり、Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　Ｃｌａｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，　Ｉｎｃ．か
ら市販されている。合成ナノクレイのその他の例には、混合金属水酸化ナノクレイ、層状
二重水酸化ナノクレイ（例えば、セピオサイト）、ラポナイト、ヘクトライト、サポナイ
ト、インドナイトなどが含まれるがこれらに限定されない。
【００３３】
　望ましい場合、ナノクレイは、マトリクスポリマー（例えば、ポリエステル）との適合
性を改善するのを助ける表面処理剤を含みうる。表面処理剤は有機または無機でありうる
。一つの実施形態では、有機カチオンとクレイの反応によって得られる有機表面処理剤が
用いられる。適切な有機カチオンには、例えば、ジメチルビス［水素化獣脂］塩化アンモ
ニウム（２Ｍ２ＨＴ）、メチルベンジルビス［水素化獣脂］塩化アンモニウム（ＭＢ２Ｈ
Ｔ）、メチルトリス［水素化獣脂アルキル］クロリド（Ｍ３ＨＴ）など、クレイとカチオ
ンを交換することのできる有機第四級アンモニウム化合物を含みうる。市販されている有
機ナノクレイの例には、例えば、ジメチルベンジル水素化獣脂アンモニウム塩で修飾され
たモンモリロナイトクレイであるＤｅｌｌｉｔｅ（登録商標）４３Ｂ（イタリア、リボル
ノのＬａｖｉｏｓａ　Ｃｈｉｍｉｃａ）が含まれうる。その他の例には、Ｃｌｏｉｓｉｔ
ｅ（登録商標）２５ＡおよびＣｌｏｉｓｉｔｅ（登録商標）３０Ｂ（Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　
Ｃｌａｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ）およびＮａｎｏｆｉｌ　９１９（Ｓｕｄ　Ｃｈｅｍｉｅ）
が含まれる。望ましい場合、ナノフィラーを担体樹脂と混合して、添加剤と組成物のその
他のポリマーとの適合性を向上させるマスターバッチを形成できる。特に適切な担体樹脂
には、上記にさらに記述されるように、例えば、ポリエステル（例えば、ポリ乳酸、ポリ
エチレンテレフタル酸など）、ポリオレフィン（例えば、エチレンポリマー、プロピレン
ポリマーなど）などが含まれる。
【００３４】
　用いられる材料に関わらず、ナノ包含添加剤は典型的には、個別領域および結果得られ
る細孔が適正に維持されることを確実にするために特定の粘度（またはメルトフローレー
ト）を持つように選択される。例えば、ナノ包含添加剤の粘度が低すぎる（またはメルト
フローレートが高すぎる）場合には、流れて連続相を通して制御されないで分散する傾向
がある。これは、維持が難しく、また時期尚早に砕ける可能性の高い層状のプレート様領
域または共連続相構造を生じる。反対に、粘度が高すぎる（メルトフローレートが低すぎ
る）場合、凝集して非常に大きな楕円形領域を形成する傾向があり、これは混合中に分散
させることが困難である。これは、連続相の全体を通して、ナノ包含添加剤の不均一な分
布を生じうる。例えば、ポリオレフィンのメルトフローレートの高分子ナノ包含添加剤の
メルトフローレートに対する比率は、例えば、約０．２～約８、一部の実施形態では約０
．５～約６、一部の実施形態では約１～約５でありうる。例えば、ナノ包含添加剤は、２
１６０グラムの負荷および溶融温度より少なくとも４０°Ｃ高い温度（例えば、約１９０
°Ｃ）でＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従って測定された場合、約０．１～約１００グラム／１
０分、一部の実施形態では約０．５～約５０グラム／１０分、および一部の実施形態では
約５～約１５グラム／１０分のメルトフローレート（ドライベース）を持ちうる。ポリオ
レフィンは同様に、２１６０グラムの負荷でＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に従って測定された場
合、溶融温度より少なくとも４０°Ｃ高い温度（例えば、約２３０°Ｃ）で約０．５～約
８０グラム／１０分、一部の実施形態では約１～約４０グラム／１０分、および一部の実
施形態では約５～約２０グラム／１０分のメルトフローレート（ドライベース）を持ちう
る。
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【００３５】
　Ｃ．　マイクロ包含添加剤
　必要ではないが、本発明の組成物は、マイクロ包含添加剤も用いうる。本明細書で使用
される場合、「マイクロ包含添加剤」という用語は、ポリマーマトリクス内にマイクロス
ケールサイズの個別領域の形態で分散されることのできる任意の材料を一般的に指す。例
えば、延伸前に、領域は約０．１μｍ～約２５μｍ、一部の実施形態では約０．５μｍ～
約２０μｍ、および一部の実施形態では約１μｍ～約１０μｍの平均断面寸法を持ちうる
。使用された場合、変形および伸長ひずみ（例えば、延伸）を受ける時、マイクロスケー
ルおよびナノスケール相領域はユニークな方法で相互作用して細孔のネットワークを作る
ことができることを本発明者らは発見した。すなわち、材料の不適合性から生じる応力集
中の結果として、伸長ひずみは、マイクロスケールの個別相領域の近くに強い局所的せん
断ゾーンおよび／または応力強度ゾーン（例えば、垂直応力）を開始することができる。
これらのせん断および／または応力強度ゾーンは、マイクロスケール領域に隣接するポリ
オレフィンマトリクスにいくらかの初期剥離を生じる。しかし特に、ナノスケール個別相
領域の近くに生成された局所的せん断および／または応力強度ゾーンはマイクロスケール
ゾーンと重複して、ポリマーマトリクスにさらなる剥離を起こし、それによって、ナノス
ケール領域および／またはマイクロスケール領域に隣接してかなりの数のナノ細孔を生成
する。
【００３６】
　マイクロ包含添加剤の特定の性質は重要でなく、液体、半固体、または固体（例えば、
非晶質、結晶または半結晶）を含みうる。特定の実施形態では、マイクロ包含添加剤は高
分子の性質であり、比較的高い分子量を持ち、熱可塑性組成物の溶融強度および安定性の
改善に役立つ。典型的には、マイクロ包含添加剤ポリマーは、一般的にマトリクスポリマ
ーと不適合でありうる。このように、添加剤は、マトリクスポリエステルの連続相内に個
別層領域として、より良く分散しうる。個別領域は、外部力から生じるエネルギーを吸収
することができ、結果として生じる繊維の全体的靱性および強度を増加させる。領域は、
楕円形、球形、円筒形、プレート状、管状などのさまざまな異なる形状を持ちうる。一つ
の実施形態では、領域は実質的に楕円の形状を持つ。個々の領域の物理的寸法は、一般的
に、外部応力が加わった時、繊維を通した割れ目の伝播を最小化するためには十分小さい
が、プラスチックの微小な変形を開始させ、粒子含有物およびその周りのせん断ゾーンを
可能にするためには十分大きい。
【００３７】
　マイクロ包含添加剤は、個別領域および結果生じる細孔が適切に維持されることを確実
にするために一定のメルトフローレート（または粘度）を持ちうる。例えば、添加剤のメ
ルトフローレートが高すぎると、流れて、連続相を通して制御されないで分散する傾向が
ある。これは、維持が難しく、また時期尚早に砕ける可能性の高い層状のプレート様領域
または共連続相構造を生じる。反対に、添加剤のメルトフローレートが低すぎると、凝集
して非常に大きな楕円形領域を形成する傾向があり、これは混合中に分散させることが困
難である。これは、連続相の全体を通して、添加剤の不均一な分布を生じうる。この点で
、本発明者は、マトリクスポリマーのメルトフローレートに対するマイクロ包含添加剤の
メルトフローレートの比は、一般的に約０．５～約１０、一部の実施形態では約１～約８
、および一部の実施形態では約２～約６であることを発見した。例えば、マイクロ包含添
加剤のメルトフローレートは、２１６０グラムの負荷およびその溶融温度より少なくとも
４０°Ｃ（例えば、２１０°Ｃ）で測定された場合、約５～約２００グラム／１０分、一
部の実施形態では約２０～約１５０グラム／１０分、および一部の実施形態では約４０～
約１００グラム／１０分でありうる。
【００３８】
　上述の特性に加えて、マイクロ包含化添加剤の機械的特性も、望ましい多孔質ネットワ
ークを達成するために選択されうる。例えば、外部力とともに加えられる時、添加剤とマ
トリクスポリマーの弾性係数の差から生じる応力集中の結果として、応力集中（例えば、
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垂直またはせん断応力を含む）およびせん断および／またはプラスチック降伏域が、個別
相領域およびその周りで開始されることがありうる。応力集中が大きいほど、領域でのよ
り強い局所的プラスチックの流れを促進し、これによって、応力が伝えられた時、領域が
大きく伸長することが可能になる。これらの伸長領域は、組成物がよりしなやかで柔軟な
挙動を示すことを可能にする。応力集中を高めるために、マイクロ包含添加剤は、ポリオ
レフィンマトリクスと比べて比較的高いヤング弾性係数を持つように選択されうる。例え
ば、ポリオレフィンマトリクスの弾性係数に対する添加剤の弾性係数の比は、一般的に約
１～約２５０、一部の実施形態では約２～約１００、および一部の実施形態では約２～約
５０である。マイクロ包含添加剤の弾性係数は、例えば、約２００～約３，５００メガパ
スカル（ＭＰａ）、一部の実施形態では約３００～約２，０００ＭＰａ、および一部の実
施形態では約４００～約１，５００ＭＰａの範囲でありうる。対照的に、ポリオレフィン
の弾性係数は、例えば、約１００～約１，５００ＭＰａ、および一部の実施形態では約２
００～１０００ＭＰａの範囲でありうる。代替的に、マイクロ包含添加剤の弾性係数はポ
リオレフィンマトリクスの弾性係数よりも低い場合がある。弾性係数は、例えば、約１０
ＭＰａ～約１００ＭＰａ、および随意に約２０ＭＰａ～約８０ＭＰａでありうる。
【００３９】
　上記で特定された特性を持つ幅広いさまざまなマイクロ包含添加剤を使用しうるが、こ
のような添加剤の特に適切な例には、スチレン共重合体（例えば、スチレン－ブタジエン
－スチレン、スチレン－イソプレン－スチレン、スチレン－エチレン－プロピレン－スチ
レン、スチレン－エチレン－ブタジエン－スチレンなど）、塩化ポリビニル（ＰＶＣ）、
ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリクロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦ
Ｅ）などのフッ素重合体、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、ポリカプロラクトン
、ポリエステルアミド、ポリ乳酸（ＰＬＡ）およびその共重合）、ポリグリコール酸、ポ
リアルキレンカーボネート（例えば、ポリエチレンカーボネート）、ポリ－３－ヒドロキ
シブチレート（ＰＨＢ）、ポリ－３－ヒドロキシ吉草酸（ＰＨＶ）、ポリ－３－ヒドロキ
シブチレート－コ－４－ヒドロキシブチレート、ポリ－３－ヒドロキシブチレート－コ－
３－ヒドロキシ吉草酸共重合体（ＰＨＢＶ）、ポリ－３－ヒドロキシブチレート－コ－３
－ヒドロキシヘキサノエート、ポリ－３－ヒドロキシブチレート－コ－３－ヒドロキシオ
クタノエート、ポリ－３－ヒドロキシブチレート－コ－３－ヒドロキシデカノエート、ポ
リ－３－ヒドロキシブチレート－コ－３－ヒドロキシオクタデカノエート、およびコハク
酸ベースの脂肪族ポリマー（例えば、コハク酸ポリブチレン、コハク酸アジピン酸ポリブ
チレン、コハク酸ポリエチレンなど）などの脂肪族ポリエステル、脂肪族－芳香族共重合
体（例えば、アジピン酸テレフタル酸ポリブチレン、アジピン酸テレフタル酸ポリエチレ
ン、アジピン酸イソフタル酸ポリエチレン、アジピン酸イソフタル酸ポリブチレンなど）
、芳香族ポリエステル（例えば、テレフタル酸ポリエチレン、ポリブチレンテレフタル酸
など）などのポリエステルなどを含みうる。
【００４０】
　特に適切なのは、比較的高いガラス転移温度を持つほど、一般的に硬い性質であるマイ
クロ包含添加剤である。例えば、ガラス転移温度（「Ｔｇ」）は、約０°Ｃ以上、一部の
実施形態では約５°Ｃ～約１００°Ｃ、一部の実施形態では約３０°Ｃ～約８０°Ｃ、お
よび一部の実施形態では約５０°Ｃ～約７５°Ｃでありうる。ガラス転移温度は、ＡＳＴ
Ｍ　Ｅ１６４０－０９に従って、動的機械分析で決定されうる。
【００４１】
　一つの特に適切な硬質ポリエステルはポリ乳酸であり、これは、左旋性乳酸（「Ｌ－乳
酸」）、右旋性乳酸（「Ｄ－乳酸」）、メソ乳酸、またはその混合物など、乳酸の任意の
アイソマーのモノマー単位から一般的に由来しうる。モノマー単位も、Ｌ－ラクチド、Ｄ
－ラクチド、メソ－ラクチド、またはその混合物を含む、乳酸の任意のアイソマーの無水
物から形成されうる。このような乳酸の環状二量体および／またはラクチドも使用しうる
。重縮合または開環重合など、既知の任意の重合方法を、乳酸の重合のために使用しうる
。少量の鎖延長剤（例えば、ジイソシアン酸化合物、エポキシ化合物または酸無水物）も
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使用しうる。ポリ乳酸は、Ｌ－乳酸から由来するモノマー単位およびＤ－乳酸から由来す
るモノマー単位を含むものなど、ホモポリマーまたは共重合体でありうる。必須ではない
が、Ｌ－乳酸から由来するモノマー単位およびＤ－乳酸から由来するモノマー単位のうち
一つの含有率は、約８５モル％以上、一部の実施形態では約９０モル％以上、および一部
の実施形態では約９５モル％以上であることが好ましい。それぞれがＬ－乳酸から由来す
るモノマー単位とＤ－乳酸から由来するモノマー単位の間の異なる比率を持つ複数のポリ
乳酸を、任意のパーセントで混合しうる。当然、ポリ乳酸は、その他のタイプのポリマー
（例えば、ポリオレフィン、ポリエステルなど）と混合することもできる。
【００４２】
　一つの特定の実施形態では、ポリ乳酸は以下の一般的構造を持つ：
【００４３】
【化２】

【００４４】
　本発明に使用されうる適切なポリ乳酸ポリマーの一つの具体例は、ＢＩＯＭＥＲＴＭ　
Ｌ９０００という名前でＢｉｏｍｅｒ，　Ｉｎｃ．（ドイツ、クレイリング）から市販さ
れている。その他の適切なポリ乳酸ポリマーは、ミネソタ州ミネトンカのＮａｔｕｒｅｗ
ｏｒｋｓ　ＬＬＣ（ＮＡＴＵＲＥＷＯＲＫＳ（登録商標））または三井化学株式会社（Ｌ
ＡＣＥＡＴＭ）から市販されている。また他の適切なポリ乳酸類は、米国特許第４，７９
７，４６８号、第５，４７０，９４４号、第５，７７０，６８２号、第５，８２１，３２
７号、第　５，８８０，２５４号、および第６，３２６，４５８号に記述されていること
があり、これらはすべての目的に対してその全体を参照により本書に組み込む。
【００４５】
　ポリ乳酸は、一般的に、約４０，０００～約１８０，０００グラム／モル、一部の実施
形態では約５０，０００～約１６０，０００グラム／モル、および一部の実施形態では約
８０，０００～約１２０，０００グラム／モルの範囲の数平均分子量（「Ｍｎ」）を持つ
。同様に、ポリマーも、一般的に、約８０，０００～約２５０，０００グラム／モル、一
部の実施形態では約１００，０００～約２００，０００グラム／モル、および一部の実施
形態では約１１０，０００～約１６０，０００グラム／モルの範囲の重量平均分子量（「
Ｍｗ」）を持つ。数平均分子量に対する重量平均分子量の比（「Ｍｗ／Ｍｎ」）、すなわ
ち「多分散指数」も比較的低い。例えば、多分散指数は、一般的に約１．０～３．０の範
囲で、一部の実施形態では約１．１～約２．０、および一部の実施形態では約１．２～約
１．８である。重量および数平均分子量は、当業者に知られている方法で決定されうる。
【００４６】
　一部のタイプの純のポリエステル（例えば、ポリ乳酸）は、開始ポリ乳酸の乾燥重量に
基づいて約５００～６００百万分率（「ｐｐｍ」）またはそれ以上の水分含量を持つよう
に、周囲環境から水を吸収することができる。水分含量は、下記のように、ＡＳＴＭ　Ｄ
　７１９１－０５に従ってなど、当技術分野で知られているさまざまな方法で決定されう
る。溶融処理中の水の存在は、ポリエステルを加水分解的に分解しその分子量を減少させ
る可能性があるので、混合前にポリエステルを乾燥させることが望ましいことがある。ほ
とんどの実施形態では、例えば、マイクロ包含添加剤を混合する前に、再生可能ポリエス
テルが、約３００百万分率（「ｐｐｍ」）以下、一部の実施形態では約２００ｐｐｍ以下
、一部の実施形態では約１～１００ｐｐｍの水分含量を持つことが望ましい。ポリエステ
ルの乾燥は、例えば、約５０°Ｃ～約１００°Ｃ、一部の実施形態では約７０°Ｃ～約８
０°Ｃの温度で起こりうる。
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【００４７】
　使用する材料に関わらず、熱可塑性組成物中のマイクロ包含添加剤の相対的パーセント
は、結果得られる組成物に大きく影響することなく、望ましい特性を達成するように選択
される。例えば、マイクロ包含添加剤は、一般的に、組成物に使用されるポリオレフィン
マトリクスの重量に基づいて、熱可塑性組成物の約１重量％～約３０重量％、一部の実施
形態では、約２重量％～約２５重量％、および一部の実施形態では約５重量％～約２０重
量％の量で使用される。熱可塑性組成物全体のマイクロ包含添加剤の濃度は、同様に、約
０．１重量％～約３０重量％、一部の実施形態では約０．５重量％～約２５重量％、およ
び一部の実施形態では約１重量％～約２０重量％を占めうる。
【００４８】
　Ｄ．　その他の成分
　さまざまな異なる理由で、組成物には多種多様な原料を使用しうる。例えば、一つの特
定の実施形態では、熱可塑性組成物に相間修飾剤を使用して、ナノ包含添加剤および／ま
たはマイクロ包含添加剤とポリオレフィンマトリクスの間の摩擦および結合性の程度を減
らすのを助け、それにより剥離の程度および均一性を向上させうる。このように、細孔は
、組成物全体に渡って実質的に均一な様式で分配されうる。修飾剤は、比較的低い粘度を
持ち、熱可塑性組成物により容易に組み込むことができ、ポリマー表面に簡単に移動でき
るよう、室温（例えば、２５°Ｃ）で液体または半固体の形態でありうる。ポリオレフィ
ンマトリクスと添加剤との間の界面での物理的力を減らすことによって、修飾剤の低粘度
、疎水性の性質が剥離の促進を助けることができると考えられる。本書で使用されるとき
、「疎水性」という用語は、一般的に、空気中の水の接触角が約４０°以上、一部の場合
は約６０°以上の材料を指す。対照的に、「親水性」という用語は、一般的に、空気中の
水の接触角が約４０°未満の材料を指す。接触角の測定のための一つの適切な試験はＡＳ
ＴＭ　Ｄ５７２５－９９（２００８年）である。
【００４９】
　必要ではないが、界面修飾剤は、マイクロ包含添加剤が使用される実施形態およびナノ
包含添加剤が固体（例えば、高分子材料）である実施形態で特に適切でありうる。適切な
疎水性、低粘度界面修飾剤には、例えば、上記で参照された液体および／または半固体が
含まれうる。一つの特に適切な界面修飾剤はポリエーテルポリオールであり、ＢＡＳＦ　
Ｃｏｒｐ．からＰＬＵＲＩＯＬ（登録商標）　ＷＩという商標名で市販されているものな
どがある。別の適切な修飾剤は、部分的に再生可能なエステルであり、Ｈａｌｌｓｔａｒ
からＨＡＬＬＧＲＥＥＮ（登録商標）　ＩＭという名称で市販されているものなどがある
。
【００５０】
　用いられる時、相間修飾剤は、連続相のポリオレフィンマトリクスの重量に基づいて、
熱可塑性組成物の約０．１重量％～約２０重量％、一部の実施形態では、約０．５重量％
～約１５重量％、および一部の実施形態では約１重量％～約１０重量％の量を占めうる。
熱可塑性組成物全体の相間修飾剤の濃度も、同様に、約０．０５重量％～約２０重量％、
一部の実施形態では約０．１重量％～約１５重量％、および一部の実施形態では約０．５
重量％～約１０重量％を占めうる。上述の量では、相間修飾剤は、熱可塑性組成物の全体
的溶解特性を妨げることなく、ポリマーの界面に容易に移動し、剥離を促進することを可
能にする特徴を持つ。例えば、熱可塑性組成物のメルトフローレートも、ポリオレフィン
マトリクスのメルトフローレートと同様でありうる。例えば、組成物のメルトフローレー
ト（ドライベース）は、２１６０グラムの負荷および１９０°ＣでＡＳＴＭ　Ｄ１２３８
に従って測定された場合、約０．１～約２５０グラム／１０分、一部の実施形態では約０
．５～約２００グラム／１０分、および一部の実施形態では約５～約１５０グラム／１０
分でありうる。
【００５１】
　界面接着を改善し、領域とマトリクスの間の界面張力を減らして、それによって混合中
のより小さな領域の形成を可能にする相溶化剤も用いうる。適切な相溶化剤の例には、例
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えば、エポキシまたは無水マレイン酸化学部分で官能基化された共重合体が含まれる。無
水マレイン酸相溶化剤の例は、ポリプロピレン－グラフト化－無水マレイン酸で、これは
ＯｒｅｖａｃＴＭ　１８７５０およびＯｒｅｖａｃＴＭ　ＣＡ　１００の商標でＡｒｋｅ
ｍａから市販されている。用いられる時、相溶化剤は、連続相マトリクスの重量に基づい
て、熱可塑性組成物の約０．０５重量％～約１０重量％、一部の実施形態では、約０．１
重量％～約８重量％、および一部の実施形態では約０．５重量％～約５重量％の量を占め
うる。
【００５２】
　熱可塑性組成物に使用されうるその他の適切な材料には、触媒、抗酸化剤、安定剤、界
面活性剤、ワックス、固体溶剤、核形成剤、微粒子、ナノフィラールシウム、ならびに熱
可塑性組成物の処理可能性および機械的特性を高めるために追加されるその他の材料が含
まれうる。いずれにしても、本発明の一つの有益な側面は、発泡剤（例えば、クロロフル
オロカーボン、ヒドロクロロフルオロカーボン、炭化水素、二酸化炭素、超臨界二酸化炭
素、窒素など） および細孔開始フィラー（例えば、炭酸カルシウム）。実際、熱可塑性
組成物は、一般的に発泡剤および／または細孔開始フィラーを含まない場合がある。例え
ば、このような発泡剤および／またはフィラーは、熱可塑性組成物の約１重量％以下、一
部の実施形態では約０．５重量％以下、および一部の実施形態では約０．００１重量％～
約０．２重量％の量で存在しうる。さらに、以下で詳述されるその応力白化特性のために
、結果として生じる組成物は、二酸化チタンなどの従来的色素を必要とすることなく、不
透明色（例えば、白色）を達成しうる。特定の実施形態では、例えば、色素は、熱可塑性
組成物の約１重量％以下、一部の実施形態では約０．５重量％以下、および一部の実施形
態では約０．００１重量％～約０．２重量％の量で存在しうる。
【００５３】
　ＩＩ．　混合
　熱可塑性組成物を形成するために、成分は典型的には、さまざまな既知の技術のいずれ
かを使用して混合される。一つの実施形態では、例えば、組成物は別々に、または組み合
わせて供給されうる。例えば、組成物は、まず乾燥混合されて基本的に均一な乾燥混合物
を形成し、同様に、分散的に材料を混合する溶融処理装置に同時または順番に供給されう
る。バッチおよび／または連続溶融処理技術を用いうる。例えば、ミキサー／混練機、バ
ンバリーミキサー、ファレル連続ミキサー、単軸スクリュー押出機、二軸スクリュー押出
機、ロールミルなどを使用して、材料を混合し溶融処理しうる。特に適切な溶融処理装置
は、共回転、二軸スクリュー押出機（例えば、Ｗｅｒｎｅｒ　＆　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ
　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（ニュージャージー州、ラムジー）から入手可能なＺＳＫ－３
０押出機またはＴｈｅｒｍｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｃｏｒｐ．（イギリス、ストーン）か
ら入手可能なＴｈｅｒｍｏ　ＰｒｉｓｍＴＭ　ＵＳＡＬＡＢ　１６押出機でありうる。こ
のような押出機は、供給ポートおよび換気ポートを含み、強力な分配・分散混合をもたら
す。例えば、成分は二軸スクリュー押出機の同じまたは異なる供給ポートに供給され溶融
混合されて、実質的に均一な溶融混合物を形成しうる。必要に応じて、その他の添加剤も
、ポリマー溶解物に注入および／または押出機の長さに沿った異なる点で押出機に別々に
供給されうる。
【００５４】
　選択される特定の処理技術に関わらず、結果得られる溶融混合された組成物は一般的に
、ナノ包含添加剤のナノスケール領域およびマイクロ包含添加剤のマイクロスケール領域
を含む。せん断／圧力および熱の程度は、十分な分散を確実にするが、望ましい特性を達
成できないほど領域のサイズを不利に減少させないように制御されうる。例えば、混合は
一般的に、約１８０°Ｃ～約３００°Ｃ、一部の実施形態では約１８５°Ｃ～約２５０°
Ｃ、および一部の実施形態では約１９０°Ｃ～約２４０°Ｃの温度で起こる。同様に、溶
融処理中の見かけのせん断速度は、約１０秒－１～約３０００秒－１、一部の実施形態で
は約５０秒－１～約２０００秒－１、および一部の実施形態では約１００秒－１～約１２
００秒－１の範囲でありうる。見かけのせん断速度は、４Ｑ／πＲ３と等しい場合があり
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、ここでＱはポリマー溶融物の体積流量（「ｍ３／秒」）であり、Ｒは溶融ポリマーの流
れが通るキャピラリー（例えは、押出機金型）の半径（「ｍ」）である。もちろん、押出
し量に反比例する溶融処理中の滞留時間など、その他の変数も、均一の望ましい程度を達
成するために制御されうる。
【００５５】
　望ましいせん断条件（例えば、速度、滞留時間、せん断速度、溶融処理温度など）を達
成するために、押出機スクリュー速度を、特定の範囲に選択しうる。一般的に、システム
への追加的な機械エネルギーの投入のために、スクリュー速度の増加と共に、製品温度の
上昇が見られる。例えば、スクリュー速度は、約５０～約６００回転／分（「ｒｐｍ」）
、一部の実施形態では約７０～５００ｒｐｍ、および一部の実施形態では約１００～約３
００ｒｐｍの範囲であることがありうる。これは、結果として生じる領域のサイズに悪影
響を与えることなく、ナノ包含添加剤を分散するために十分高い温度をもたらしうる。溶
融せん断速度、および同様に添加剤が分散される程度も、押出機の混合セクション内での
一つ以上の分配および／または分散混合成分の使用を通して増加させうる。単軸スクリュ
ー押出機のための適切な分配ミキサーには、例えば、Ｓａｘｏｎ、Ｄｕｌｍａｇｅ、Ｃａ
ｖｉｔｙ　Ｔｒａｎｓｆｅｒミキサーなどが含まれうる。同様に、適切な分散混合機には
Ｂｌｉｓｔｅｒリング、Ｌｅｒｏｙ／Ｍａｄｄｏｃｋ、ＣＲＤ混合機などが含まれうる。
当技術分野でよく知られているように、Ｂｕｓｓ　Ｋｎｅａｄｅｒ押出機、Ｃａｖｉｔｙ
　Ｔｒａｎｓｆｅｒミキサー、およびＶｏｒｔｅｘ　Ｉｎｔｅｒｍｅｓｈｉｎｇ　Ｐｉｎ
（ＶＩＰ）ミキサーで使用されるものなど、混合は、ポリマー溶融物の折り畳みおよび再
配列を生成するバレルのピンの使用によって、さらに改善されうる。
【００５６】
　ＩＩＩ．　繊維の形成
　本書で使用される場合、「繊維」という用語は、金型などの成形口を通してポリマーを
通過させることによって形成される細長い押出し物を一般的に指す。特に断りのない限り
、「繊維」という用語は、明確な長さを持つ不連続繊維および実質的に連続するフィラメ
ントの両方を含む。例えば、実質的にフィラメントは、長さと直径の比（「アスペクト比
」）が約１５，０００対１よりも大きく、一部の場合は約５０，０００対１よりも大きい
など、直径よりもはるかに大きな長さを持ちうる。
【００５７】
　熱可塑性組成物から形成された繊維は、一般的に、単一成分および多成分（例えば、シ
ース・コア構成、横並び構成、分割されたパイの構成、海中の島の構成など）を含む、任
意の望ましい構成を持ちうる。米国特許第６，６４２，４２９号（Ｃａｒｔｅｒら）に記
述されているものなど、中空繊維（単一成分および／または複数成分）も使用しうる。一
部の実施形態では、繊維は、強度、処理可能性および／またはその他の特性をさらに高め
るために、成分（例えば、２成分）または構成成分（例えば、２構成成分）として一つ以
上の追加的ポリマーを含みうる。例えば、熱可塑性組成物は、シース／コア複合繊維のコ
ア成分を形成する一方、追加的ポリマーはシース成分を形成するか、またはその反対であ
りうる。追加的ポリマーは、ポリエステル（例えば、ポリ乳酸、テレフタル酸ポリエチレ
ンなど）、ポリオレフィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレンなど
）、ポリテトラフルオロエチレン、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニル-酢酸、ポリビニル
ブチラール、アクリル樹脂（例えば、ポリアクリル酸塩、ポリアクリル酸メチル、ポリメ
タクリル酸メチルなど）、ポリアミド（例えば、ナイロン）、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化
ビニリデン、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、およびポリウレタンなど、望ましい
任意のポリマーでありうる。
【００５８】
　さまざまなプロセスのいずれも、本発明による繊維を形成するために使用されうる。例
えば、上述の熱可塑性組成物は、紡糸口金を通して押出されて冷却されうる。例えば図９
を参照すると、繊維形成方法の一つの実施形態がより詳細に示されている。この特定の実
施形態では、本発明の熱可塑性組成物は、ホッパー１４から押出機１２に供給されうる。
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混合物は、任意の従来技術を使用してホッパー１４に提供されうる。押出機１２は、溶融
ポリマーを押し出すのに十分な温度に加熱されうる。押出された組成物は、次にポリマー
導管１６を通って紡糸口金１８へと進む。例えば、紡糸口金１８は、互いに重ねられた複
数のプレートを持ち、ポリマー成分を方向付けるための流れ経路を作るように配置された
開口部のパターンを持つスピンパックを含むハウジングを含みうる。紡糸口金１８も、一
つ以上の列に配置された開口部を持つ。開口部は、ポリマーがそれを通って押し出される
時、フィラメントの下向きの押出しカーテンを形成する。プロセス１０は、紡糸口金１８
から延長する繊維のカーテンに隣接して位置付けられる冷却送風機２０も用いる。冷却空
気送風機２０からの空気は、紡糸口金１８から延長している繊維を冷却する。冷却空気は
、図９に示されるように繊維カーテンの片側から、または繊維カーテンの両側から方向付
けられうる。
【００５９】
　望ましい長さの繊維を形成するには、冷却された繊維は一般的に、例えば図９に示され
る繊維延伸ユニット２２を使用して、溶融延伸される。溶融紡糸ポリマーで使用される繊
維延伸ユニットまたは吸引器は、当技術分野ではよく知られている。本発明のプロセスに
使用するのに適切な繊維延伸ユニットには、米国特許第３，８０２，８１７号および第３
，４２３，２５５号に示されるタイプの直線繊維吸引器が含まれる。繊維延伸２２は一般
的に細長い垂直経路を含み、これを通って繊維は、経路の側部から入り、経路を通って下
向きに流れる吸引空気によって引き出される。ヒーターまたは送風機２４は、繊維延伸ユ
ニット２２に吸引空気を提供する。吸引空気は、繊維延伸ユニット２２を通して繊維およ
び周囲空気を溶融延伸する。ガスの流れは、繊維の溶融延伸または減衰を起こし、これは
繊維を形成するポリマーの分子配向または結晶度を増加させる。繊維延伸ユニットを使用
する場合、望ましい繊維長を達成するのを助けるために「ドローダウン」比を選択しうる
。「ドロー－ダウン」比は、延伸後の繊維の線速度である（例えば、ゴデットロール４２
または小孔表面（非表示）の直線速度を押出し後の繊維の線速度で割ったもの）。例えば
、溶融延伸中のドローダウン比は以下のように計算されうる：
【００６０】
【数１】

【００６１】
　ここで、
　　Ａは、溶融延伸後の繊維の線速度（例えば、ゴデット速度）であり直接測定され、
　　Ｂは、押し出された繊維の線速度であり以下のように計算できる：
【００６２】
【数２】

【００６３】
　ここで、
　　Ｃは、一つの穴を通した押出し（グラム／分）であり、
　　Ｄはポリマーの溶融密度（グラム／立方センチメートル）であり、
　　Ｅは、繊維がそれを通して押し出される穴の直径（センチメートル）である。特定の
実施形態では、ドローダウン比は約２０：１～約４０００：１、一部の実施形態では、約
２５：１～約２０００：１、一部の辞し形態では約５０：１～約１０００：１、および一
部の実施形態では約７５：１～約８００：１でありうる。
【００６４】
　一旦形成されると、繊維は、繊維延伸ユニット２２の出口開口部を通ってゴデットロー
ル４２上に堆積されうる。必要に応じて、当業者には理解されるように、ゴデットロール
４２上に集められた繊維は、追加的インライン処理および／または変換ステップ（非表示
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）を随意に施しうる。例えば、繊維は集められてその後、けん縮、組織化、および／また
は約３～約８０ミリメートル、一部の実施形態では約４～約６５ミリメートル、および一
部の実施形態では約５～約５０ミリメートルの範囲の平均繊維長に切断されうる。次に、
ボンデッドカーデッドウェブ、通気接着ボンデッドウェブなど、当技術分野で知られてい
る不織布ウェブにステープル繊維が組み込まれうる。繊維は、小孔表面上に堆積されて、
下記にさらに詳細に記述されるものなどの不織布ウェブも形成しうる。
【００６５】
　形成される特定の方法に関わらず、結果得られる繊維は延伸されて望ましい多孔質ネッ
トワークを形成しうる。必要に応じて、繊維は、繊維が形成されるにつれて一直線に延伸
されうる。代替的に、繊維は、形成された後に固体状態で延伸されうる。「固体状態」延
伸により、組成物は、ポリオレフィンマトリクスポリマーの溶融温度より低い温度に保た
れることが一般的に意図されている。とりわけ、これは、多孔質ネットワークが不安定に
なる程度までポリマー鎖が変えられないことを確実にするのに役に立つ。例えば、組成物
は、約０°Ｃ～約５０°Ｃ、一部の実施形態では約１５°Ｃ～約４０°Ｃ、一部の実施形
態では約２０°Ｃ～約３０°Ｃの温度で延伸されうる。これは随意に、最も高いガラス転
移温度を持つ構成要素（例えば、マイクロ包含添加剤）のガラス転移温度よりも少なくと
も約１０°Ｃ、一部の実施形態では少なくとも約２０°Ｃ、および一部の実施形態では少
なくとも約３０°Ｃ低い場合がある。特定の実施形態では、例えばフィルムは約－５０°
Ｃ～約１５０°Ｃ、一部の実施形態では約－４０°Ｃ～約１００°Ｃ、および一部の実施
形態では約－２０°Ｃ～約５０°Ｃの温度で延伸されうる。
【００６６】
　繊維の延伸は、一つ以上の段階で起こりうる。一つの実施形態では、例えば、延伸は、
別の処理のためにそれを取り出す必要なく、インラインで完了される。例えば図９では、
繊維は繊維延伸ユニット２２によって初めに溶融延伸され、ニップ（非表示）に移送され
てマトリクスポリマーが溶融温度以下に冷却され、その後ゴデットロール４２上に堆積さ
れる前に追加的延伸ステップを受ける。しかしその他の場合、繊維は、繊維形成機械から
取り出されて、追加的延伸ステップを受ける。いずれにしても、吸引（例えば、繊維延伸
ユニット）、引張フレーム延伸、二軸延伸、複数軸延伸、プロファイル延伸、真空延伸な
ど、さまざまな延伸技術を用いうる。組成物は典型的には、約１．１～約３．５、一部の
実施形態では約１．２～約３．０、および一部の実施形態では約１．３～約２．５の延伸
比まで（例えば、流れ方向に）延伸される。延伸比は、延伸された繊維の長さを延伸前の
その長さで割ることによって決定されうる。延伸率も、望ましい特性の達成を助けるため
に、例えば約５％～１５００％／変形分、一部の実施形態では約２０％～約１０００％／
変形分、および一部の実施形態では約２５％～約８５０％／変形分の範囲内で変化しうる
。組成物は一般的には外部熱（例えば、加熱ロール）の適用なしに延伸されるが、このよ
うな熱を随意に用いて、処理可能性を改善し、延伸力を低下させ、延伸速度を増加させ、
繊維の均一性を改善しうる。
【００６７】
　上述の方法での延伸は、約８００ナノメートル以下、一部の実施形態では、約５～約７
００ナノメートル、および一部の実施形態では約１０～約５００ナノメートルの平均断面
寸法など、「ナノスケール」寸法を持つ細孔（「ナノ細孔」）の形成をもたらしうる。ナ
ノ細孔は、約１００～約５０００ナノメートル、一部の実施形態では約５０～約２０００
ナノメートル、および一部の実施形態では約約１００～１０００ナノメートルの平均軸方
向寸法（例えば、長さ）も持ちうる。約０．２マイクロメートル以上、一部の実施形態で
は約０．５マイクロメートル以上、および一部の実施形態では約０．５マイクロメートル
～約５マイクロメートルの平均断面寸法を持つマイクロ細孔も、延伸中に形成されうる。
特定の場合、アスペクト比（断面寸法に対する軸寸法の比）が約１～約３０、一部の実施
形態では約１．１～約１５、および一部の実施形態では約１．２～約５であるように、マ
イクロ細孔および／またはナノ細孔の軸方向寸法は断面寸法よりも大きい場合がある。例
えば、マイクロ細孔の軸方向寸法は、１マイクロメートル以上、一部の実施形態では約１
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．５マイクロメートル以上、および一部の実施形態では約２～約３０マイクロメートルで
ありうる。
【００６８】
　特定のサイズに関わらず、本発明者は、細孔（例えば、ナノ細孔、マイクロ細孔、また
は両方）は組成物全体に渡って実質的に均一な様式で分配されうることを発見した。例え
ば、細孔は、応力が加えられる方向に対して概して垂直方向に方向付けられたカラム中に
分配されうる。これらのカラムは、組成物の幅を横切って互いに概して平行でありうる。
理論に束縛されることを意図するものではないが、このような均一に分配された多孔質ネ
ットワークは、良好な機械的特性（例えば、荷重下のエネルギー散逸および衝撃強度）を
もたらすことができると考えられている。これは、発泡剤の使用を伴い、制御されていな
い孔分布および機械的特性の低下を生じる傾向のある、細孔形成の従来的技術とは全く対
照的である。
【００６９】
　多孔質ネットワークの形成に加えて、延伸は、特定の個別領域の軸方向寸法も大幅に増
加させて、一般的に直線的で細長い形状を持つようにしうる。例えば、細長いマイクロス
ケール領域は、延伸前の領域の軸方向寸法よりも約１０％以上、一部の実施形態では約２
０％～約５００％、および一部の実施形態では約５０％～約２５０％大きな軸方向寸法を
持ちうる。延伸後の軸方向寸法（例えば、長さ）は、例えば、約１μｍ～４００μｍ、一
部の実施形態では約５μｍ～約２００μｍ、および一部の実施形態では約１０μｍ～約１
５０μｍの範囲でありうる。マイクロスケール領域は比較的薄いこともあり、従って、約
０．０２～約２０マイクロメートル、一部の実施形態では約０．１～約１０マイクロメー
トル、および一部の実施形態では０．４～約５マイクロメートルなど、小さな断面寸法を
持ちうる。これは、約２～約１５０、一部の実施形態では約３～１００、および一部の実
施形態では約４～約５０の領域のアスペクト比（軸方向寸法に垂直な寸法に対する軸方向
寸法の比）をもたらしうる。その小さなサイズのために、ナノスケール領域は典型的には
、マイクロスケール領域と同じようには細長くない。例えば、ナノスケール領域は、約１
～約１０００ナノメートル、一部の実施形態では約５～約８００ナノメートル、一部の実
施形態では約１０～約５００ナノメートル、および一部の実施形態では約２０～約２００
ナノメートルの平均軸方向寸法（例えば、長さ）を保持しうる。
【００７０】
　延伸は、非ネック領域の間に配置された繊維の縦軸に沿って、一つ以上の局在的なネッ
ク領域も生成しうる。ネック繊維は、その縦軸に沿って不均一な断面直径も持つことがあ
り、これは表面積の増加など、さまざまな異なる利益を提供しうる。ネック領域の数は、
一般的に変化し、選択された伸張比に基づいて制御されうる。しかし一般的に、ネック領
域の数は、約１～約４００個／センチメートル、一部の実施形態では約２～約２００個／
センチメートル、および一部の実施形態では約５～約５０個／センチメートルの範囲であ
りうる。ネック領域の数は、以下の方程式から決定されうる：
【００７１】
【数３】

【００７２】
　ここで、Ｎはネック領域の数、Ｌ１はネック領域の平均長さ、Ｌ２は非ネック領域の平
均長さ（ネック領域から非ネック領域への移行を含む）である。
【００７３】
　本発明によって達成される非常に低い密度であっても、結果として生じる繊維は脆くな
く、そのためひずみが加えられた時に砕けずに変形できる。このため、繊維がかなりの伸
長を示した後でも、繊維は耐荷重部材として引き続き機能しうる。この点で、本発明の繊
維は、「最大伸長特性」すなわち、最大負荷での繊維の伸長パーセントの改善を示すこと
ができる。例えば、本発明の繊維は、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８－１０に従って２３°Ｃで測定
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された時、約５０％以上、一部の実施形態では約１００％以上、一部の実施形態では約２
００％～約１５００％、および一部の実施形態では約４００％～約８００％の最大伸長を
呈しうる。このような伸長は、例えば、約０．１～約５０マイクロメートル、一部の実施
形態では約１～約４０マイクロメートル、一部の実施形態では約２～約２５マイクロメー
トル、および一部の実施形態では約５～約１５マイクロメートルの範囲のものなど、幅広
い平均直径を持つ繊維に対して達成しうる。
【００７４】
　ひずみ下で延長できる能力を持つ一方、本発明の繊維は比較的強いままでいることがで
きる。例えば、繊維は、ＡＳＴＭ　Ｄ６３８－１０に従って２３°Ｃで測定された時、約
２５～約６００メガパスカル（「ＭＰａ」）、一部の実施形態では約５０～４５０ＭＰａ
、および一部の実施形態では約６０～３５０ＭＰａの最大引張応力を呈しうる。本発明の
繊維の相対的強度の指標となる別のパラメータは「引張り強さ」であり、これは単位線密
度あたりの力で表した繊維の引張強度を示す。例えば、本発明の繊維は、約０．７５～約
７．０グラム－力（「ｇｆ」）／デニール、一部の実施形態では約１．０～約６．０ｇｆ

／デニール、および一部の実施形態では約１．５～約５．０ｇｆ／デニールの引張り強さ
を持ちうる。繊維のデニールは、望まれる用途によって変化しうる。一般的に、繊維は、
約１５未満、一部の実施形態では約１２未満、および一部の実施形態では約０．５～約６
のフィラメントあたりのデニールを持つように形成される（すなわち、線密度の単位は、
繊維の９０００メートルあたりのグラム質量に等しい）。
【００７５】
　ＩＩＩ．　不織布ウェブ
　（随意に真空の助けを借りて）形成表面に繊維を無作為に堆積させた後、任意の既知技
術を使用して結果として生じるウェブを接着させることによって、繊維を不織布ウェブに
形成しうる。不織布ウェブは、繊維を延伸する前または後に形成しうる。特定の実施形態
では、例えば、複数の繊維からの不織布ウェブを形成し、その後に、多孔質ネットワーク
を形成するのに望ましい程度まで不織布ウェブを引き伸ばすことによって繊維を延伸する
ことが望ましい場合がある。代替的な実施形態では、ウェブが形成される前に、繊維を望
ましい程度まで延伸する繊維吸引ユニットの下に、無限の形成表面を単に位置付けうる。
【００７６】
　一旦形成されると、不織布ウェブは、次に接着剤で、または自発的に（例えば、外部接
着剤を適用しない繊維の融合および／または自己接着）など、従来技術を使用して接着さ
れうる。例えば、自己接着は、繊維が半溶融または粘着性の間に繊維を接触させることに
より、または粘着付与樹脂および／または溶剤と繊維を形成するために使用されるポリマ
ーを単に混合することによって達成されうる。適切な自己接着技術には、超音波接着、熱
接着、通気接着、カレンダー接着などが含まれうる。例えば、ウェブは、ウェブが加熱さ
れた滑らかなアンビルロールと加熱されたパターンロールの間を通過する熱機械的プロセ
スによってさらに接着またはパターンでエンボス加工されうる。パターンロールは、ノゾ
マシウェブ特性または外観を提供する任意の隆起パターンを持ちうる。望ましくは、パタ
ーンロールは、ロールの総面積の約２％～３０％の接着面積を定義する複数の接着場所を
定義する隆起パターンを定義する。模範的接着パターンには、例えば、Ｈａｎｓｅｎらの
米国特許第３，８５５，０４６号、Ｌｅｖｙらの米国特許第５，６２０，７７９号、Ｈａ
ｙｎｅｓらの米国特許第５，９６２，１１２号、Ｓａｙｏｖｉｔｚらの米国特許第６，０
９３，６６５号、並びにＲｏｍａｎｏらの米国意匠特許第４２８，２６７号、Ｂｒｏｗｎ
の第３９０，７０８号、Ｚａｎｄｅｒらの第４１８，３０５号、Ｚａｎｄｅｒらの第３８
４，５０８号、Ｚａｎｄｅｒらの第３８４，８１９号、Ｚａｎｄｅｒらの第３５８，０３
５号、およびＢｌｅｎｋｅらの第３１５，９９０号に記述されたものが含まれる。ロール
間の圧力は、約５～約２０００ポンド／線インチでありうる。ロールの間の圧力およびロ
ールの温度は、布様の特性を維持しながら望ましいウェブ特性または外観を得るためにバ
ランスが取られる。当業者にはよく知られているように、必要とされる温度および圧力は
、パターン接着面積、パリマー特性、繊維特性および不織布特性を含むがこれに限定され
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ない多くの要因によって変化しうる。
【００７７】
　スパンボンドウェブに加えて、メルトブローンウェブ、ボンデッドカーデッドウェブ、
湿式ウェブ、エアレイドウェブ、コフォームウェブ、水圧交絡ウェブなど、その他のさま
ざまな不織布ウェブも、本発明による熱可塑性組成物から形成されうる。例えば、熱可塑
性組成物は、直径を小さくするために複数の細いダイキャピラリーを通して繊維を減衰さ
せる、収束する高速ガス（例えば、空気）流に押し出されうる。その後、メルトブローン
繊維は高速ガス流によって運ばれ、回収表面上に堆積されて無作為に分散されたメルトブ
ローン繊維のウェブまたは布を形成する。代替的に、ポリマーは、熱可塑性組成物から形
成される繊維の俵を、繊維を分離するピッカーに入れることによってカーデッドウェブに
形成されうる。次に、繊維は、流れ方向に配向された繊維不織布ウェブを形成するように
、繊維をさらにバラバラにして縦方向に整列させる、組み合わせまたはカードユニットに
通される。一旦形成されると、不織布ウェブは、上述のような一つ以上の既知の接着技術
によって一般的に安定化されて、ボンデッドカーデッドウェブを形成する。
【００７８】
　必要に応じて、不織布ウェブは、本発明の繊維およびその他のタイプの繊維（例えば、
ステープル繊維、フィラメントなど）の組み合わせを含む複合材料でもありうる。例えば
、ポリオレフィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレンなど）、ポリ
テトラフルオロエチレン、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレートなど）、
ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニル-酢酸ビニル、ポリビニルブチラール、アクリル樹脂（
例えば、ポリアクリル酸塩、ポリアクリル酸メチル、ポリメタクリル酸メチルなど）、ポ
リアミド（例えば、ナイロン）、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリスチレン、
ポリビニルアルコール、およびポリウレタン、ポリ乳酸などから形成されるものなどの、
追加的合成繊維も使用されうる。望ましい場合、再生可能ポリマーも使用しうる。既知の
合成繊維の一部の例には、Ｔ－２５５およびＴ－２５６という名前でＫｏＳａ　Ｉｎｃ．
（ノースカロライナ州シャーロット）から市販されているシース・コア２成分複合繊維を
含むが、これらは両方とも、低温溶融コポリエステルシースを持つポリオレフィンシース
またはＴ－２５４を使用する。使用されうるさらに他の既知の２成分複合繊維には、チッ
ソ株式会社（日本、守山市）またはＦｉｂｅｒｖｉｓｉｏｎｓ　ＬＬＣ（デラウェア州ウ
ィルミントン）から市販されているものが含まれる。Ｆａｒ　Ｅａｓｔｅｒｎ　Ｔｅｘｔ
ｉｌｅ，　Ｌｔｄ．（台湾）から市販されているものなどの、ポリ乳酸ステープル繊維も
使用されうる。
【００７９】
　複合材料は、高平均繊維長パルプ、低平均繊維長パルプ、またはその混合物などの、パ
ルプ繊維も含みうる。高平均長毛羽立ちパルプ繊維の一例には、針葉樹クラフトパルプ繊
維が含まれる。針葉樹クラフトパルプ繊維は、針葉樹から由来し、レッドウッド、エンピ
ツビャクシ、アメリカツガ、ダグラスファー、松（例えば、南部松）、トウヒ（例えば、
クロトウヒ）、竹、その組合せなどを含む、北部、西部、および南部針葉樹種を含むがこ
れに限定されないパルプ繊維を含む。北部針葉樹クラフトパルプ繊維を、本発明に使用し
うる。本発明に使用するために適切な市販されている南部針葉樹クラフトパルプ繊維の例
には、「ＮＦ－４０５」という商標でＷｅｙｅｒｈａｅｕｓｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ワシ
ントン州フェデラルウェイ）から市販されているものが含まれる。本発明の使用に適した
別のパルプは、ＣｏｏｓＡｂｓｏｒｂ　Ｓパルプという商標でＢｏｗａｔｅｒ　Ｃｏｒｐ
．（サウスカロライナ州グリーンビル）から入手可能な、針葉樹繊維を主に含むさらし硫
酸塩木材パルプである。低平均長繊維も本発明で使用されうる。適切な低平均長パルプ繊
維の例は、広葉樹クラフトパルプ繊維である。広葉樹クラフトパルプ繊維は、落葉樹から
由来し、ユーカリ、カエデ、カバノキ、アスペンなどであるがこれに限定されないパルプ
繊維を含む。ユーカリクラフトパルプは、柔らかさを増加させ、輝きを増強し、不透明性
を増し、シートの細孔構造を変化させてそのウィッキング能力を増加させるために特に望
ましい場合がある。竹または綿繊維も使用されうる。
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【００８０】
　不織布複合材料は、さまざまな既知の技術を使用して形成されうる。例えば、不織布複
合材料は、熱可塑性組成物の安定化基質および吸収材料の混合物を含む「コフォーム材料
」でありうる。一例として、コフォーム材料は、形成中にそれを通して吸収材料が追加さ
れるシュートの近くに、少なくとも一つのメルトブローン金型ヘッドが配置されるプロセ
スによって作られうる。このような吸収材料には、パルプ繊維、超吸収粒子、無機および
／または有機吸収材料、処理済み高分子ステープル繊維などを含みうるがこれに限定され
ない。吸収材料の相対的パーセントは、不織布複合材料の望ましい特徴によって大きく変
化しうる。例えば、不織布複合材料は、熱可塑性組成物繊維の約１重量％～約６０重量％
、一部の実施形態では約５重量％～約５０重量％、および一部の実施形態では約１０重量
％～約４０重量％を含みうる。同様に不織布複合材料は、約４０重量％～約９９重量％、
一部の実施形態では５０重量％～約９５重量％、および一部の実施形態では約６０重量％
～約９０重量％の吸収材料を含みうる。このようなコフォーム材料の一部の例は、Ａｎｄ
ｅｒｓｏｎらの米国特許第４，１００，３２４号、Ｅｖｅｒｈａｒｔらの第５，２８４，
７０３号、およびＧｅｏｒｇｅｒらの第５，３５０，６２４号に記述されている、
【００８１】
　不織布ラミネートも本発明で形成でき、ここでは一つ以上の層が熱可塑性組成物から形
成される。例えば、一層の不織布ウェブは、熱可塑性組成物を含むスパンボンドでありう
る一方、別の層の不織布ウェブは、熱可塑性組成物、その他の再生可能ポリマー、および
／またはその他の任意のポリマー（例えば、ポリオレフィン）を含む。一つの実施形態で
は、不織布ラミネートは、二つのスパンボンド層の間に位置付けられてスパンボンド／メ
ルトブローン／スパンボンド（「ＳＭＳ」）ラミネートを形成するメルトブローン層を含
む。必要な場合、スパンボンド層は、熱可塑性組成物から形成されうる。メルトブローン
層は、熱可塑性組成物、その他の再生可能ポリマー、および／またはその他の任意のポリ
マー（例えば、ポリオレフィン）から形成されうる。ＳＭＳラミネートを形成するための
さまざまな技術が、Ｂｒｏｃｋらの米国特許第４，０４１，２０３号、Ｔｉｍｍｏｎｓら
の第５，２１３，８８１号、Ｔｉｍｍｏｎｓらの第５，４６４，６８８号、Ｂｏｒｎｓｌ
ａｅｇｅｒの第４，３７４，８８８号、Ｃｏｌｌｉｅｒらの第５，１６９，７０６号、お
よびＢｒｏｃｋらの第４，７６６，０２９号、並びにＦｉｔｔｉｎｇらの米国特許出願公
開第２００４／０００２２７３号に記述されている。当然、不織布ラミネートは、その他
の構成を持ち、スパンボンド／メルトブローン／メルトブローン／スパンボンドラミネー
ト（「ＳＭＭＳ」）、スパンボンド／メルトブローンラミネート（「ＳＭ」）など、任意
の望ましい数のメルトブローンおよびスパンボンド層を持ちうる。不織布ラミネートの基
本重量は、望ましい用途に対して合わせることができるが、一般的に、約１０～約３００
グラム／平方メートル（「ｇｓｍ」）、一部の実施形態では約２５～約２００ｇｓｍ、お
よび一部の実施形態では約４０～約１５０ｇｓｍの範囲である。
【００８２】
　不織布フィルム積層板も形成されうる。このような実施形態では、フィルムは一般的に
は液体不透過性であり、蒸気透過性または蒸気不透過性のいずれかである。液体不透過性
および蒸気透過性のフィルムはしばしば「通気性」と呼ばれ、一般的に約１００グラム／
平方メートル／２４時間（ｇ／ｍ２／２４時間）以上、一部の実施形態では約５００～約
２０，０００ｇ／ｍ２／２４時間、および一部の実施形態では約１，０００～約１５，０
００ｇ　ｇ／ｍ２／２４時間の水蒸気透過速度（「ＷＶＴＲ」）を持つ。通気性フィルム
はマイクロ細孔性またはモノリシックフィルムでもありうる。マイクロ細孔フィルムは一
般的に、フィラー（例えば、炭酸カルシウム）をポリマーマトリクスに組み込んで、その
後フィルムを伸張して細孔を生成することによって形成される。このようなフィルムの例
は、例えば、米国特許第５，８４３，０５７号（ＭｃＣｏｒｍａｃｋ）、第５，８５５，
９９９号（ＭｃＣｏｒｍａｃｋ）、第５，９３２，４９７号（Ｍｏｒｍａｎら）、第５，
９９７，９８１号（ＭｃＣｏｒｍａｃｋら）、第６，００２，０６４号（Ｋｏｂｙｌｉｖ
ｋｅｒら）、第６，０１５，７６４号（ＭｃＣｏｒｍａｃｋら）、第６，０３７，２８１
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号（Ｍａｔｈｉｓら）、第６，１１１，１６３号（（ＭｃＣｏｒｍａｃｋら）、および第
６，４６１，４５７号（Ｔａｙｌｏｒら）に記述されている。
【００８３】
　必要に応じて、繊維、不織布ウェブなども、望ましい形状を保つことを確実にするのを
助けるために焼きなましうる。焼きなましは、約４０°～約１２０°Ｃ、一部の実施形態
では約５０°Ｃ～約１１０°Ｃ、および一部の実施形態では約８０°Ｃ～約１００°Ｃの
温度で一般的に起こる。繊維は、その特性を改善するために、さまざまな既知の技術のい
ずれかを使用して表面処理もされうる。例えば、高エネルギービーム（例えば、プラズマ
、Ｘ線、電子ビームなど）を　使用して、繊維上に形成する任意の皮膚層を除去または低
減したり、表面極性を変化させたり、表面層を砕けやすくするなどしうる。望ましい場合
、このような表面処理は、ウェブ形成の前および／または後、ならびに繊維の低温延伸の
前および／または後に使用されうる。
【００８４】
　密度の低下に加えて、ナノ細孔構造は、本発明のポリオレフィン繊維を含む不織布ウェ
ブにさまざまに異なる追加的利益も提供しうる。例えば、ナノ細孔構造は、材料を通した
流体の流れを制限するのを助け、流体（例えば、液体水）に対して一般的に不透過性であ
る可能性があり、それによって不織布ウェブは水の貫通から表面を防護できる。この点で
、繊維状材料は、ＡＴＴＣＣ　１２７－２００８に従って決定される時、約５０センチメ
ートル（「ｃｍ」）以上、一部の実施形態では約１００ｃｍ以上、一部の実施形態では約
１５０ｃｍ以上、および一部の実施形態では約２００ｃｍ～約１０００ｃｍの比較的高い
水頭値を持ちうる。その他の有益な特性も達成されうる。例えば、不織布ウェブは、水蒸
気に対して一般的に透過性でありうる。繊維状材料の水蒸気に対する透過性は、その比較
的高い水蒸気透過速度（「ＷＶＴＲ」）によって特徴付けられる場合があるが、これはグ
ラム／平方メートル／２４時間（ｇ／ｍ２／２４時間）の単位で測定された時、材料を通
して水蒸気が透過する速度である。例えば、不織布ウェブは、ＡＳＴＭ　Ｅ９６／９６Ｍ
－１２、手順ＢまたはＩＮＤＡ試験手順ＩＳＴ－７０．４（０１）などによって決定され
る時、約３００ｇ／ｍ２－２４時間以上、一部の実施形態では約５００ｇ／ｍ２－２４時
間以上、一部の実施形態では約１，０００ｇ／ｍ２－２４時間以上、および一部の実施形
態では約３，０００～約１５，０００ｇ／ｍ２－２４時間のＷＶＴＲを示しうる。
【００８５】
　ＩＶ．　吸収性物品
　そのユニークで有益な特性のために、本発明の不織布ウェブは、吸収性物品の層および
／または構成要素に使用するのに非常に適している。吸収性物品は例えば、吸収性部材（
例えば、コア層、サージ層、移動遅延層、ラップシート、通気層など）を一般的に含む。
を一般的に含む。吸収性物品は、サイドパネル、封じ込めフラップ、耳、ウエストまたは
脚バンドなど、当技術分野で知られているその他の構成要素も含みうる。一般的に、本発
明の不織布ウェブは、トップシート、バックシート、および／または吸収性部材など、吸
収性物品の任意の層または構成要素に用いられうる。特定の層または構成要素（例えば、
バックシート）に使用された場合、上述のように本発明の不織布ウェブをフィルムに積層
することが望ましい場合がある。
【００８６】
　これに関して、吸収性物品のさまざまな例示的実施形態を説明する。例えば、図１を参
照すると、吸収性物品２０１の一つの特定形態がオムツの形態で示されている。しかし、
上述のように、本発明は、失禁物品、生理用ナプキン、オムツパンツ、女性用ナプキン、
トレーニングパンツなど、その他のタイプの吸収性物品で具現化されうる。図示された実
施形態では、吸収性物品２０１は、固定されていない構成では砂時計の形状を持つものと
して示されている。しかし、もちろん、概して長方形の形状、Ｔ型形状、またはＩ型形状
など、その他の形状も用いられる場合がある。示されるように、吸収性物品２０１は、バ
ックシート２１７、トップシート２０５、および吸収性コア層２０３およびサージ層２０
７を含む吸収性部材を含む、さまざまな構成要素で形成される胴体２０２を含む。しかし
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当然のことながら、その他の層も本発明に使用されうる。同様に、図１で参照された層の
一つ以上も、本発明の特定の実施形態では除外されうる。
【００８７】
　上記に示されたように、バックシート２１７は本発明の不織布ウェブを含む場合がある
。望ましい場合、不織布ウェブは、それが吸収性物品２０１の衣服に面する面３３３を定
義するように位置付けられうる。吸収性物品２０１はトップシート２０５も含む。トップ
シート２０５は、使用者の身体に接触するように一般的に設計され、液体透過性である。
例えば、トップシート２０５は、一般的に柔軟で柔らかい感触であり、着用者の皮膚を刺
激しない身体に面する面２１８を定義しうる。望ましい場合、トップシート２０５は本発
明の不織布ウェブを含みうる。例えば、不織布ウェブは、望ましい場合、それが身体に面
する面２１８を定義するように位置付けられうる。トップシートは、吸収性物品を完全に
包み込むように、吸収性コア層２０３を取り囲みうる。代替的に、トップシート２０５お
よびバックシート２１７は、吸収性部材を超えた延長し、接着剤接着、超音波接着などの
既知の技術を使用して、全体的にまたは部分的に、互いに周辺で接合されうる。上述のよ
うに、トップシート２０５は本発明の不織布ウェブを含みうる。トップシート２０５は、
従来的不織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ、メルトブローンウェブ、またはボン
デッドカーデッドウェブ）も含みうる。不織布ウェブを含むその他の例示的トップシート
構造が、米国特許第５，１９２，６０６号、第５，７０２，３７７号、第５，９３１，８
２３号、第６，０６０，６３８号および第６，１５０，００２号、ならびに微絵国特許出
願公開第２００４／０１０２７５０号、第２００５／００５４２５５号、および第２００
５／００５９９４１号に記述されている。トップシート２０５は、体液をより簡単に吸収
性コア層２０３内に通すように、それを通して形成された複数の開口部も含みうる。開口
部は、トップシート２０５全体にわたって無作為にまたは均一に配置されるか、または吸
収性物品の縦軸に沿って配置された狭い縦方向バンドまたはストリップ中にのみ位置付け
られうる。開口部は、吸収性部材への体液の素早い浸透を可能にする。開口部のサイズ、
形状、直径および数は、特定のニーズに適合するように変化しうる。
【００８８】
　吸収性物品は、トップシートとバックシートの間に位置付けられた吸収性部材も含む。
吸収性部材は、単一の吸収性層から形成されるか、または別の異なる吸収性層を含む複合
材でありうる。しかし当然のことながら、本発明には任意の数の吸収性層を使用しうる。
例えば図１では、吸収性部材は、吸収性コア層２０３および、吸収性コア層２０３に急速
に導入されうる液体の急増または噴出を減速および拡散させるのを助けるサージ層２０７
を含む。望ましくは、サージ層２０７は、液体を吸収性コア層２０３の保管または保持部
分に放出する前に、液体を急速に受け入れて一時的に保持する。例示実施形態では、例え
ば、サージ層２０７は、トップシート２０５の内側に面する面２１６と吸収性コア層２０
３の間に介在する。代替的に、サージ層２０７は、トップシート２０５の外側に面する面
２１８上に配置されうる。サージ層２０７は一般的に、高度に液体透過性の材料から作成
される。適切な材料には、多孔性織物材料、多孔性不織布材料、および開口フィルムを含
みうる。一つの実施形態では、サージ層２０７が本発明の不織布ウェブを含みうる。適切
なサージ層のその他の例は、米国特許第５，４８６，１６６号（Ｅｌｌｉｓら）および第
５，４９０，８４６号（Ｅｌｌｉｓら）に記述されている。
【００８９】
　望ましい場合、吸収性部材は、サージ層の真下に位置付けられた移動遅延層も含みうる
。移動遅延層は、その他の吸収性層よりも親水性の小さい材料を含む場合があり、実質的
に疎水性であると一般的に特徴付けられうる。例えば、移動遅延層は、本発明に従って形
成された不織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ）を含みうる。繊維は、丸、三葉ま
たは多葉の断面形状である場合があり、中空または中身の詰まった構造でありうる。典型
的にウェブは、ウェブ面積の約３％～約３０％が熱接着などによって接着されている。移
動遅延層に使用されうる適切な材料のその他の例は、米国特許第４，７９８，６０３号（
Ｍｅｙｅｒら）および第５，２４８，３０９号（Ｓｅｒｂｉａｋら）に記述されている。
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本発明の性能を調節するために、移動遅延層は、選択された量の界面活性剤で処理してそ
の初期濡れ性を増加させることもできる。
【００９０】
　移動遅延層は一般的に、約１５０ｍｍ～約３００ｍｍの長さなど、任意のサイズを持ち
うる。典型的には、移動遅延層の長さは、吸収性物品の長さとほぼ等しい。また移動遅延
層の幅は、サージ層の幅と同じでありうるが、典型的にはより幅広い。例えば、移動遅延
層の幅は、約５０ｍｍ～約７５ｍｍの間、および具体的には約４８ｍｍでありうる。移動
遅延層は典型的には、その他の吸収性部材の基本重量よりも小さな基本重量を持つ。例え
ば、移動遅延層の基本重量は典型的には、約１５０グラム／平方メートル（ｇｓｍ）、お
よび一部の実施形態では約１０ｇｓｍ～約１００ｇｓｍの間である。望ましい場合、移動
遅延層は本発明の不織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ）を含みうる。
【００９１】
　吸収性部材は、コフォーム材料など、複合吸収性層も含みうる。この例では、流体は移
動遅延層から複合吸収性部材へと引き込まれうる。複合吸収性層は、サージ層および／ま
たは移動遅延層から別々に形成されるか、またはそれとともに同時に形成されうる。一つ
の実施形態では、例えば、複合吸収性層は、移動遅延層またはサージ層上に形成される場
合があり、これは上述のコフォームプロセス中に担体として働く。
【００９２】
　上述の構成要素の他に、吸収性物品２０１は、当技術分野で知られているその他のさま
ざまな構成要素も含みうる。例えば、吸収性物品２０１は、吸収性コア層２０３の繊維状
構造の完全性を維持するのに役立つ実質的に親水性のラップシート（非表示）も含みうる
。ラップシートは一般的に、吸収性コア層２０３の周りのその少なくとも二つの主な化粧
面の上に配置され、クレープ詰め綿または濡れ強度の高い薄織物など、吸収性セルロース
材料で作られる。ラップシートは、吸収性コア層２０３の吸収性繊維の塊の上に液体を素
早く分配するのを助けるウィッキング層を提供するように構成されうる。吸収性繊維状塊
の片側上のラップシート材料は、繊維状塊の反対側に位置するラップシートに接着されて
、吸収性コア層２０３を効果的に封じ込めうる。さらに、吸収性物品２０１は、吸収性コ
ア層２０３とバックシート２１７の間に位置付けられた通気層（非表示）も含みうる。使
用される時、通気層は、バックシート２１７を吸収性コア層２０３から絶縁するのを助け
、それによってバックシート２１７の湿気を減らしうる。このような通気層の例には、米
国特許第６，６６３，６１１号（Ｂｌａｎｅｙら）に記述されたものなど、通気性フィル
ムに積層された不織布ウェブを含みうる。望ましい場合、ラップシートおよび／または通
気層は本発明の不織布ウェブを含みうる。
【００９３】
　一部の実施形態では、吸収性物品２０１は、吸収性物品２０１の側縁２３２からウエス
ト領域の一つの中に延長する一対の耳（非表示）も含みうる。耳は、選択されたオムツ構
成要素と一体形成されうる。例えば、耳はバックシート２１７と一体形成されるか、また
は上面を提供するために用いられた材料である場合があり、これは望ましい場合は本発明
の不織布ウェブを含みうる。代替的構成では、耳は、バックシート２１７と上面の間に、
またはその他のさまざまな構成の、バックシート２１７、上面に連結され組み付けられた
部材によって提供されうる。上述のように、望ましい場合、耳は本発明の不織布ウェブを
含みうる。
【００９４】
　典型として図１に示されるように、吸収性物品２０１は、バリアを提供し、身体滲出液
の横方向の流れを封じ込めるように構成された一対の封じ込めフラップ２１２も含みうる
。封じ込めフラップ２１２は、吸収性コア層２０３の側縁に隣接するトップシート２０５
の横方向に反対側の側縁２３２に沿って配置されうる。封じ込めフラップ２１２は、吸収
性コア層２０３の長さ全体に沿って縦方向に延長するか、または吸収性コア層２０３の長
さに沿って部分的にのみ延長しうる。封じ込めフラップ２１２の長さが吸収性コア層２０
３より短い場合、股領域２１０の吸収性物品２０１の側縁２３２に沿った任意の場所に選
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択的に位置付けられうる。一つの実施形態では、封じ込めフラップ２１２は、吸収性コア
層２０３の長さ全体に沿って延長し、身体浸出液をよりうまく封じ込める。このような封
じ込めフラップ２１２は一般的に、当業者にはよく知られている。例えば、封じ込めフラ
ップ２１２の適切な構成および配置は、米国特許第４，７０４，１１６号（Ｅｎｌｏｅ）
に記述されている。望ましい場合、封じ込めフラップは本発明の不織布ウェブを含みうる
。
【００９５】
　吸収性物品２０１は、側縁２３２に取り付けられて身体浸出液の漏れをさらに防ぎ、吸
収性コア層２０３を保持する一対の脚弾性部材２０６など、さまざまな弾性または伸縮可
能材料を含みうる。さらに、一対のウエスト弾性部材２０８を、吸収性物品２０１の縦方
向に反対側のウエスト縁２１５に取り付けうる。脚弾性部材２０６およびウエスト弾性部
材２０８は、使用中に着用者の脚およびウエストにぴったりとフィットして、着用者との
良好な接触関係を維持し、吸収性物品２０１からの身体浸出液の漏れを効果的に低減また
は排除するように一般的に適合される。吸収性物品２０１は、一つ以上の留め具２３０も
含みうる。例えば、着用者の周りにウエスト開口部および一対の脚開口部を作るためにウ
エスト領域の反対側の側縁にある二つの柔軟性留め具１３０が図１に図示されている。留
め具２３０の形状は一般的に異なるが、例えば、概して長方形、正方形、円形、三角形、
楕円形、直線形などを含みうる。留め具は例えば、フック材料を含みうる。一つの特定の
実施形態では、各留め具２３０は、柔軟な裏張りの内面に取り付けられたフック材料の別
々の片を含みうる。弾性部材（例えば、脚、ウエストなど）および／または留め具は、望
ましい場合、本発明の不織布ウェブを含みうる。
【００９６】
　吸収性物品２０１のさまざまな領域および／または構成要素は、接着剤、超音波、熱接
着など、既知の付着機構を使用して一緒に組み立てられうる。適切な接着剤には、例えば
、ホットメルト接着剤、感圧接着剤などを含みうる。使用される時、接着剤は、均一な層
、パターン付きの層、スプレーパターン、または別々の線、渦または点のいずれかとして
適用されうる。図示された実施形態では、例えば、バックシート２１７およびトップシー
ト２０５は、接着剤を使用して、互いに、および吸収性コア層２０３に組み付けられる。
代替的に、吸収性コア層２０３は、ボタン、面ファスナー、接着テープ留め具など、従来
的留め具を使用してバックシート２１７に接続されうる。同様に、脚弾性部材２０６、ウ
エスト弾性部材２０８およびファスナー２３０など、その他のオムツ構成要素も、任意の
付着機構を使用して吸収性物品２０１へと組み立てられうる。
【００９７】
　オムツのさまざまな構成が上記に説明されてきたが、当然のことながら、その他のオム
ツおよび吸収性物品の構成も本発明の範囲内に含まれる。さらに、本発明は決してオムツ
に限定されない。実際、トレーニングパンツ、吸収性下着、成人失禁物品、女性用衛生用
品（例えば、生理用ナプキン）、水着、おしり拭きなど、その他のパーソナルケア吸収物
品、衣類、穿孔材料、アンダーパッド、包帯、吸収性ドレープ、および医療用ワイプなど
の医療用吸収性物品、食品サービスタオル、衣料物品などを含むがこれに限定されないそ
の他任意の吸収物品が、本発明に従って形成されうる。
【００９８】
　本発明は、以下の例を参照してより良く理解されうる。
　試験方法
【００９９】
　メルトフローレート：
　メルトフローレート（「ＭＦＲ」）は、一般的に１９０°Ｃ、２１０°Ｃ，または２３
０°Ｃで、２１６０グラム／１０分の負荷をかけた時、押出レオメーター口（直径０．０
８２５インチ）を通して押出されるポリマーの重量（グラム）である。別段の指示がない
限り、メルトフローレートは、Ｔｉｎｉｕｓ　Ｏｌｓｅｎ　Ｅｘｔｒｕｓｉｏｎ　Ｐｌａ
ｓｔｏｍｅｔｅｒでＡＳＴＭ試験方法Ｄ１２３８に従って測定される。
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【０１００】
　熱特性：
　ガラス転移温度（Ｔｇ）は、ＡＳＴＭ　Ｅ１６４０－０９に従って、動的機械分析（Ｄ
ＭＡ）で決定されうる。ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社のＡ　Ｑ８００機器を使用しう
る。実験は、張力／張力形状で、－１２０°Ｃ～１５０°Ｃの温度掃引モード、３°Ｃ／
分の加熱率で実行されうる。歪振動振幅周波数は、試験中、一定（２Ｈｚ）に保ちうる。
３つの独立サンプルを試験して、平均ガラス転移温度を得るが、これはｔａｎ　δ曲線の
最大値によって定義され、ここでδは、貯蔵弾性率に対する損失弾性率の比（ｔａｎ　δ
　＝　Ｅ”／Ｅ’）として定義される。
【０１０１】
　溶融温度は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）によって決定されうる。示差走査熱量測定計
は、ＤＳＣ　Ｑ１００示差走査熱量計とすることができ、これには液体窒素冷却付属品お
よびＵＮＩＶＥＲＳＡＬ　ＡＮＡＬＹＳＩＳ　２０００（バージョン４．６．６）分析ソ
フトウェアプログラムが取り付けられており、これらは両方とＴ．Ａ．　Ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔｓ　Ｉｎｃ．（デラウェア州ニューキャッスル）から入手可能である。サンプルを
直接取り扱うことを避けるために、ピンセットまたはその他のツールが使用される。サン
プルはアルミニウム皿に入れて、化学てんびんで０．０１ミリグラムの精度まで秤量する
。材料サンプルの皿の上にふたを圧着させる。一般的に、樹脂ペレットは秤量皿に直接置
かれる。
【０１０２】
　示差走査熱量計は、示差走査熱量計の操作マニュアルに記述されるように、インジウム
金属標準を使用して較正され、基準線補正が実施される。材料サンプルは、試験のために
示差走査熱量計の試験チャンバーに配置され、空の皿が対照として使用される。すべての
試験は、試験チャンバーへの５５立方センチメートル／分の窒素（産業グレード）パージ
で実行される。樹脂ペレットサンプルについては、加熱および冷却プログラムは２サイク
ル試験であり、－３０°Ｃへのチャンバーの平衡化で始まり、次に１０°Ｃ／分の加熱速
度での温度２００°Ｃへの第一の加熱期間、続いて２００°Ｃで３分間のサンプルの平衡
化、その後１０°Ｃ／分の冷却速度での温度－３０°Ｃへの第一の冷却期間、次に－３０
°Ｃへの３分間のサンプルの平衡化、そして温度２００°Ｃへの１０°Ｃ／分の加熱速度
での第二の加熱期間が続く。すべての試験は、試験チャンバーへの５５立方センチメート
ル／分の窒素（産業グレード）パージで実行される。
【０１０３】
　結果は、変曲点のガラス転移温度（Ｔｇ）、吸熱ピークと発熱ピーク、およびＤＳＣプ
ロットのピーク下面積を特定・定量するＵＮＩＶＥＲＳＡＬ　ＡＮＡＬＹＳＩＳ　２００
０分析ソフトウェアプログラムを使用して評価される。ガラス転移温度は、傾きの明らか
な変化が起こるプロットライン上の領域として特定され、溶融温度は、自動変曲点計算を
使用して決定される。
【０１０４】
　引張特性：
　引張特性は、ＡＳＴＭ　６３８－１０に従って２３°Ｃで測定されうる。例えば、個別
の繊維標本は、初めに３８ミリメートルの長さまで短くされ（例えば、はさみで切断）、
黒いベルベット布の上に別々に配置されうる。１０～１５の標本がこのようにして集めら
れる。繊維標本は次に、５１ミリメートル×５１ミリメートルの外側寸法および２５ミリ
メートル×２５ミリメートルの内側寸法を持つ長方形の紙フレーム上に実質的に真っ直ぐ
な状態で取り付けられうる。各繊維標本の端部は、接着テープでフレームの側部に繊維端
部を固定することにより、操作可能なようにフレームに取り付けられうる。各繊維標本は
、適正に較正され倍率４０Ｘに設定されうる従来的な実験室顕微鏡を使用して、その外部
の比較的短い繊維断面寸法を測定しうる。この繊維断面寸法は、個々の繊維標本の直径と
して記録されうる。フレームは、繊維標本への過剰な損傷を避ける方法で、サンプル繊維
標本の端部を、一定割合延長タイプ引張試験機の上部および下部グリップに取り付けるの
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に役立つ。
【０１０５】
　一定割合延長タイプの引張試験機および適切なロードセルを試験に使用しうる。ロード
セルは、フルスケール負荷の１０～９０％内に試験値が来るように選択されうる（例えば
、１０Ｎ）。引張試験機（すなわち、ＭＴＳ　ＳＹＮＥＲＧＹ　２００）およびロードセ
ルは、ＭＴＳ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（ミシガン州、エデンプレーリ
ー）から入手されうる。次に、フレーム組立品中の繊維標本は、繊維の端部が引張試験機
のグリップによって操作可能なように保持されるように、引張試験機のグリップの間に取
り付けられる。その後、引張試験機が繊維にのみ試験力を加えるように、繊維の長さに平
行に延長する紙フレームの側部は、切断されるかまたは分離されうる。繊維は、１２イン
チ／分の引き上げ速度とグリップ速度で引き上げ試験を行いうる。結果として生じるデー
タは、以下の試験設定で、ＭＴＳ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製のＴＥＳＴＷＯＲＫＳ　４
ソフトウェアプログラムを使用して分析しうる：
【０１０６】

【表１】

【０１０７】
　引張り強さ値は、グラム・力／デニールで表される。最大伸長（破壊歪み％）および最
大応力も測定されうる。
【０１０８】
　ウェブのピーク負荷は、長さ（ＭＤ）および幅方向（ＣＤ）に沿って切断された２イン
チ×６インチのストリップを使用して決定されうる。試験は、１インチ×３インチのゴム
コートグリップ付きの汎用引張試験機で実施されうる。ゲージ長さは７６±１ｍｍ（３±
０．０４インチ）でありうる。
【０１０９】
　密度および空隙容量パーセント
　密度および空隙容量パーセントを決定するために、延伸の前に、標本の幅（Ｗｉ）およ
び厚さ（Ｔｉ）が最初に測定されうる。延伸前の長さ（Ｌｉ）も、標本の表面上の二つの
マークの間の距離を測定することによって決定された。その後、標本を延伸して細孔形成
を開始しうる。次に、Ｄｉｇｉｍａｔｉｃ　Ｃａｌｉｐｅｒ（株式会社ミツトヨ）を使用
して、標本の幅（Ｗｆ）、厚さ（Ｔｆ）、および長さ（Ｌｆ）が直近の０．０１ｍｍまで
測定された。延伸の前の体積（Ｖｉ）は、ＷｉｘＴｉｘＬｉ＝Ｖｉで計算されうる。延伸
後の体積（Ｖｆ）も、ＷｆｘＴｆｘＬｆ＝Ｖｆで計算されうる。密度（Ｐｆ）は、Ρｆ＝
Ｐｉ／Φで計算され、ここでは、Ｐｉは前駆材料の密度であり、空隙容量パーセント（％
Ｖｖ）は、％Ｖｖ＝（１－１／Φ）ｘ１００で計算されうる。
【０１１０】
　静水圧試験（「水頭」）：
　静水圧試験は、静圧下の液体水による貫通に対する材料の抵抗の尺度であり、ＡＡＴＣ
Ｃ試験方法１２７－２００８に従って実施される。各標本に対する結果は、平均されセン
チメートル（ｃｍ）で記録される。高い値は水の貫通に対する抵抗がより高いことを示す
。
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【０１１１】
　水蒸気透過速度（「ＷＶＴＲ」）
　材料のＷＶＴＲを決定するために使用される試験は、材料の性質に基づいて変わりうる
。ＷＶＴＲ値を測定するための一つの技術は、ＡＳＴＭ　Ｅ９６／９６Ｍ－１２、手順Ｂ
である。別の方法にはＩＮＤＡ試験手順ＩＳＴ－７０．４（０１）の使用を伴う。ＩＮＤ
Ａ試験手順は以下のように要約される。恒久的ガードフィルムおよび試験されるサンプル
材料によって、ドライチャンバーが既知の温度と湿度でウェットチャンバーから分離され
る。ガードフィルムの目的は、明確な空隙を定義し、空隙が特徴化される間に空隙の空気
を静めるまたは鎮静化することである。乾燥チャンバー、ガードフィルム、および湿潤チ
ャンバーは、その中に試験フィルムが密封される拡散セルを構成する。サンプルホルダー
は、Ｍｏｃｏｎ／Ｍｏｄｅｍ　Ｃｏｎｔｒｏｌｓ，　Ｉｎｃ．（ミネソタ州、ミネアポリ
ス）社製のＰｅｒｍａｔｒａｎ－Ｗモデル１００Ｋとして知られている。第一の試験は、
ガードフィルムおよび１００％相対的湿度を生成する蒸発器組立品の間の空隙のＷＶＴＲ
から成る。水蒸気は空隙およびガードフィルムを通して拡散し、水蒸気濃度に比例する乾
燥ガスの流れと混ざり合う。電気信号が処理のためにコンピュータに送られる。コンピュ
ータは、空隙およびガードフィルムの透過速度を計算し、その値を将来使用するために保
存する。
【０１１２】
　ガードフィルムおよび空隙の透過速度はＣａｌＣとしてコンピュータに保存される。次
にサンプル材料は試験セル中に密封される。再び、水蒸気は空隙を通してガードフィルム
および試験材料へと拡散し、試験材料を運び去る乾燥ガスと混ざり合う。そして再び、こ
の混合物は蒸気センサーに運ばれる。その後コンピュータは、空隙、ガードフィルムおよ
び試験材料の組み合わせの透過速度を計算する。そしてこの情報は、次の方程式に従って
、水分が試験材料を通して透過する透過率を計算するために使用される：
【０１１３】
【数４】

【０１１４】
　その後、水蒸気透過速度（「ＷＶＴＲ」）は以下のように計算される：
【０１１５】
【数５】

【０１１６】
　ここで、
　　Ｆ＝水蒸気の流れ（ｃｍ３／分）
　　ρｓａｔ（Ｔ）＝温度Ｔでの飽和空気中の水の密度
　　ＲＨ＝セルの特定の場所での相対湿度
　　Ａ＝セルの断面積
　　Ｐｓａｔ（Ｔ）＝温度Ｔでの水蒸気の飽和蒸気圧。
【０１１７】
　フレーザー空隙率：
　フレーザー空隙率は、８インチストリップのサンプルを切り（流れ方向に沿って測定）
、サンプルを（幅方向に）アコーディオンスタイルに折り畳んで６つの層を得て、Ｆｒａ
ｚｉｅｒ（登録商標）低差圧透気度試験機（ＦＡＰ－ＬＰ）で測定された。
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【実施例１】
【０１１８】
　最初に、９１．８重量％のイソタクチックプロピレンホモポリマー（Ｍ３６６１、２１
０°Ｃで１４ｇ／１０のメルトフローレート、および１５０°Ｃの溶融温度、Ｔｏｔａｌ
　Ｐｅｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌｓ）、７．４重量％のポリ乳酸（ＰＬＡ　６２５２、２１
０°Ｃで７０～８５ｇ／１０分のメルトフローレート、Ｎａｔｕｒｅｗｏｒｋｓ（登録商
標））、および０．７重量％のポリエポキシドから前駆混合物が形成された。ポリエポキ
シドは、６ｇ／１０分（１９０°Ｃ／２１６０ｇ）のメルトフローレート、８重量％のメ
タクリル酸グリシジル含量、２４重量％のアクリル酸メチル含量、および６８重量％のエ
チレン含量を持つ、ポリ（エチレン－コ－アクリル酸メチル－コ－メタクリル酸グリシジ
ル）（ＬＯＴＡＤＥＲ（登録商標）　ＡＸ８９００、Ａｒｋｅｍａ）であった。成分は、
共回転２軸スクリュー押出機（直径３０ｍｍおよびＬ／Ｄ＝４４のＷｅｒｎｅｒ　ａｎｄ
　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ　ＺＳＫ－３０）で混ぜ合わされた。押出機は７つの加熱ゾーン
を持っていた。押出機の温度は１８０°Ｃ～２２０°Ｃの範囲であった。ポリマーはホッ
パーの所で押出機に重力測定法で１５ポンド／時間で供給され、液体は蠕動ポンプを使用
してたるの中に注入された。押出機は２００回転／分（「ＲＰＭ」）で作動させた。たる
の最後のセクション（前）で、直径６ｍｍの３穴ダイスを使用して押出物を形成した。押
出物はコンベーヤーベルトで空冷され、Ｃｏｎａｉｒ　Ｐｅｌｌｅｔｉｚｅｒを使用して
ペレット化された。
【０１１９】
　次に、０．７５インチ単軸スクリュー押出機および直径０．６ｍｍの１６穴紡糸口金を
備えたＤａｖｉｓ標準紡糸ラインを使用して、前駆混合物から繊維が製造された。繊維は
異なるドローダウン比で収集された。巻き取り速度は１～１０００ｍ／分の範囲であった
。押出機の温度は１７５°Ｃ～２２０°Ｃの範囲であった。繊維は引張試験機で２５°Ｃ
、３００ｍｍ／分で４００％伸長まで引き延ばされた。材料形態を分析するために、繊維
を液体窒素中凍結破断し、高真空の走査型電子顕微鏡Ｊｅｏｌ　６４９０ＬＶで分析した
。結果が図２～４に示されている。示されるように、伸張方向に非常に細長い回転楕円細
孔が形成される。ナノ細孔（～５０ナノメートルの幅、～５００ナノメートルの長さ）お
よびマイクロ細孔（～０．５マイクロメートルの幅、～４マイクロメートルの長さ）の両
方が形成された。
【実施例２】
【０１２０】
　９３重量％のポリプロピレン（Ｔｏｔａｌ　Ｍ３６６１）および７重量％のＬｏｔａｄ
ｅｒ（登録商標）　ＡＸ８９００の混合物が、共回転二軸スクリュー押出機（直径３０ｍ
ｍおよびＬ／Ｄ＝４４のＷｅｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ　ＺＳＫ－３０）
で混ぜ合わされた。押出機は７つの加熱ゾーンを持っていた。押出機の温度は１８０°Ｃ
～２２０°Ｃの範囲であった。ポリマーはホッパーの所で押出機に重力測定法で１５ポン
ド／時間で供給された。押出機は２００回転／分（「ＲＰＭ」）で作動させた。たるの最
後のセクション（前）で、直径６ｍｍの３穴ダイスを使用して押出物を形成した。押出物
はコンベーヤーベルトで空冷され、Ｃｏｎａｉｒ　Ｐｅｌｌｅｔｉｚｅｒを使用してペレ
ット化された。次に、０．７５インチ単軸スクリュー押出機および直径０．６ｍｍの１６
穴紡糸口金を備えたＤａｖｉｓ標準紡糸ラインを使用して、前駆混合物から繊維が製造さ
れた。繊維は異なるドローダウン比で収集された。巻き取り速度は１～１０００ｍ／分の
範囲であった。押出機の温度は１７５°Ｃ～２２０°Ｃの範囲であった。繊維は引張試験
機で２５°Ｃ、３００ｍｍ／分で４００％伸長まで引き延ばされた。材料形態を分析する
ために、繊維を液体窒素中凍結破断し、高真空の走査型電子顕微鏡Ｊｅｏｌ　６４９０Ｌ
Ｖで分析した。結果が図５～６に示されている。
【実施例３】
【０１２１】
　９１．１重量％のポリプロピレン（Ｔｏｔａｌ　Ｍ３６６１）、７．４重量％ポリ乳酸
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（ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ　６２５１）、および１．５％　Ｌｏｔａｄｅｒ（登録商標）
　ＡＸ８９００の混合物が、押出機内で混ぜ合わされ、条件は実施例２に記述されている
。この場合、次に蠕動ポンプを使用して、５％のＰｌｕｒｉｏｌ（登録商標）　ＷＩ　２
８５がバレルに注入される。次に、０．７５インチ単軸スクリュー押出機および直径０．
６ｍｍの１６穴紡糸口金を備えたＤａｖｉｓ標準紡糸ラインを使用して、前駆混合物から
繊維が製造された。繊維は異なるドローダウン比で収集された。巻き取り速度は１～１０
００ｍ／分の範囲であった。押出機の温度は１７５°Ｃ～２２０°Ｃの範囲であった。繊
維は引張試験機で２５°Ｃ、３００ｍｍ／分で４００％伸長まで引き延ばされた。材料形
態を分析するために、繊維を液体窒素中凍結破断し、高真空の走査型電子顕微鏡Ｊｅｏｌ
　６４９０ＬＶで分析した。結果が図７～８に示されている。
【実施例４】
【０１２２】
　９１．８重量％のイソタクチックポリプロピレン（Ｍ３６６１、２３０°Ｃで１４ｇ／
１０分のメルトフローレート、および１５０°Ｃの溶融温度、Ｔｏｔａｌ　Ｐｅｔｒｏｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ）、７．４５重量％のポリ乳酸（ＰＬＡ）（Ｉｎｇｅｏ　６２５１Ｄ、
２１０°Ｃで７０～８５ｇ／１０分のメルトフローレート、Ｎａｔｕｒｅｗｏｒｋｓ（登
録商標））、および０．７５重量％のポリエポキシド相溶化剤（Ａｒｋｅｍａ　Ｌｏｔａ
ｄｅｒ（登録商標）　ＡＸ８９００）を含む前駆混合物が作られた。ポリエポキシド修飾
剤は、５～６ｇ／１０分（１９０°Ｃ／２１６０　ｇ）のメルトフローレート、７～１１
重量％のメタクリル酸グリシジル含量、１３～１７重量％のアクリル酸メチル含量、およ
び７２～８０重量％のエチレン含量を持つ、ポリ（エチレン－コ－アクリル酸メチル－コ
－メタクリル酸グリシジル）（Ｌｏｔａｄｅｒ（登録商標）　ＡＸ８９００、Ａｒｋｅｍ
ａ）であった。成分は、共回転２軸スクリュー押出機（直径３０ｍｍおよびＬ／Ｄ＝４４
のＷｅｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ　ＺＳＫ－３０）で混ぜ合わされた。押
出機は７つの加熱ゾーンを持っていた。押出機の温度は１８０°Ｃ～２２０°Ｃの範囲で
あった。ポリマーはホッパーの所で押出機に重力測定法で６．８キログラム／時間（１５
ポンド／時間）で供給された。押出機は２００回転／分（「ＲＰＭ」）で作動させた。た
るの最後のセクション（前）で、直径６ｍｍの３穴ダイスを使用して押出物を形成した。
押出物はコンベーヤーベルトで空冷され、Ｃｏｎａｉｒ　Ｐｅｌｌｅｔｉｚｅｒを使用し
てペレット化された。
【実施例５】
【０１２３】
　二成分繊維は、２つの単軸スクリュー押出機（直径１．２５インチ）を装備した二成分
繊維ラインで製造された。二成分繊維は３０／７０のシース／コア構成を持っており、こ
こではシースは１００重量％のポリプロピレン（Ｍ３６６１、Ｔｏｔａｌ　Ｐｅｔｒｏｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ）から成形され、コアは実施例４の混合物から形成された。押出機は、
シースおよびコアポリマー組成物を、直径０．５ｍｍおよび長さ／直径比（Ｌ／Ｄ）４：
１の２８８個のキャピラリーの一つの紡糸口金に供給した。繊維は８ｋｇ／時間の速度、
６６０メートル／分の紡糸速度で紡がれ、伸長後プロセスのためにスプールに集められた
。
【０１２４】
　シースおよびコア両方に対する押出温度ファイルは以下の通りであった：ゾーン１＝２
２０°Ｃ、ゾーン２＝２２５°Ｃ、ゾーン３＝２３０°Ｃ、ゾーン４＝２４０°Ｃ、およ
び紡糸ビーム＝２４０°Ｃ。次に溶融紡糸繊維は、室温（２５°Ｃ）で、二つのゴデット
ロール（単一ステップ延伸）の間を１２００メートル／分の速度で２００％まで伸長され
た。その後、繊維はひだを付けられ（１インチ当たり１９のひだ）、３８ｍｍの長さに切
られた。繊維は次に、液体窒素中カミソリの刃で切断され、走査電子顕微鏡法で分析され
た。破砕面は、Ｄｅｎｔｏｎ　Ｖａｃｕｕｍ　Ｄｅｓｋ　Ｖシステム中、７５　ｓに対し
て１５ｍＡを使用して、金・パラジウムでスパッタコーティングされ、Ｆｉｅｌｄ　Ｅｍ
ｉｓｓｉｏｎ　Ｑｕａｎｔａ　６５０でＳＥＭ分析された。結果が図１０～１１に示され
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ている。
【０１２５】
　以下の表に示されるように、繊維のさまざまな特性も試験された。
【０１２６】
【表２】

【０１２７】
　１００－ｇｓｍの通気ボンデッドカーデッドウェブ（ＴＡＢＣＷ）も、実施例５の繊維
（７０重量％）および二成分シース／コアＰＥ／ＰＰ繊維（３０重量％）の混合物を使用
して形成された。ウェブは、Ａｓｓｅｌｉｎ　Ｐｒｏｆｉｌｅ　４１５－ＦＤクロスラッ
パーおよびＦｌｅｉｓｓｎｅｒ　Ｏｖｅｎ（ノースカロライナ州立大学）を装備したＴｒ
ｕｅｔｚｓｃｈｌｅｒ　Ｈｉｇｈ－Ｓｐｅｅｄ　Ｃａｒｄ　ＥＷＫ　４１３で形成された
。カーデッドウェブは２６０°Ｆで通気接着され、最終的な厚さは５．５ｍｍであった。
【実施例６】
【０１２８】
　９３重量％のポリプロピレンマトリクス（Ｍ３６６１、Ｔｏｔａｌ　Ｐｅｔｒｏｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ）および７重量％のＬｏｔａｄｅｒ（登録商標）　ＡＸ８９００を含む前駆
体ポリマー混合物は、実施例４に記述されたように作られた。中空の二成分繊維は、２つ
の単軸スクリュー押出機（直径１．２５インチ）を装備した二成分繊維ラインで製造され
た。二成分繊維は５０／５０のシース／コア構成を持っており、ここではシースは１００
重量％のポリプロピレン（Ａｃｈｉｅｖｅ　３８５４）から成形され、コアは上述の混合
物から形成された。押出機は、シースおよびコアポリマー組成物を、４Ｃセグメントキャ
ピラリーデザインの７２個のキャピラリーの一つの紡糸口金内に供給した。繊維は２ｋｇ
／時間の速度、１９８メートル／分の紡糸速度で紡がれ、伸長後プロセスのためにスプー
ルに集められた。シースおよびコア両方に対する押出温度ファイルは以下の通りであった
：ゾーン１＝２２０°Ｃ、ゾーン２＝２２５°Ｃ、ゾーン３＝２３０°Ｃ、ゾーン４＝２
４０°Ｃ、および紡糸ビーム＝２４０°Ｃ。繊維は、紡糸口金の３５ｃｍ下に位置する水
浴中で冷却された。冷却された繊維は次に、室温（２５°Ｃ）で、２つのゴデットロール
の間を１２００メートル／分の速度で２００％まで伸張された。繊維は次に、液体窒素中
カミソリの刃で切断され、走査電子顕微鏡法で分析された。破砕面は、Ｄｅｎｔｏｎ　Ｖ
ａｃｕｕｍ　Ｄｅｓｋ　Ｖシステム中、７５　ｓに対して１５ｍＡを使用して、金・パラ
ジウムでスパッタコーティングされ、Ｆｉｅｌｄ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｑｕａｎｔａ　６
５０でＳＥＭ分析された。結果が図１２～１３に示されている。以下の表に示されるよう
に、繊維のさまざまな特性も試験された。
【０１２９】
【表３】
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【実施例７】
【０１３０】
　前駆体混合物は実施例４に記載されたように形成されたが、材料が６４ｍｍ共回転二軸
スクリュー押出機を使用して、２７０キログラム／時間（６００ポンド／時間）の生産速
度および２２０°Ｃの温度で製造された点は異なっていた。溶融ポリマー混合物は複数フ
ィラメント金型を通して押し出され、水で冷却されて、水中ペレット化システム（バージ
ニア州イグルロックのＧａｌａ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから入手可能なものなど）でペレ
ットに切断された。単一成分繊維は、二つの紡糸口金を持ち、各口金が０．３５ｍｍの直
径および４：１のＬ／Ｄ比の６７５個の円形キャピラリー（合計１，３５０）を持つ１．
２５単一スクリュー押出機２４　Ｌ／Ｄを装備した単一成分繊維紡糸ライン（Ｆｉｂｅｒ
Ｖｉｓｉｏｎｓ）で、２２．５キログラム／時間の速度で混合物から形成された。紡糸速
度は４３５メートル／分であった。７つの押出機加熱ゾーンおよび紡糸ビーム温度プロフ
ァイルは２２０°Ｃに保たれた。紡糸ラインは片面気流冷却ボックスを備えており、空気
温度は２１°Ｃであった。溶融延伸繊維は低温延伸なしで５ポンドのスプールに集められ
た。溶融配向繊維は１０．７デニール／フィラメントのデニールを有していた。
【０１３１】
　繊維は、５つのロール（クインテット）の３つの塊から成る伸張ユニット中、５０メー
トル／分の速度で１００％まで伸張された。第一のクインテットの温度は５０°Ｃに維持
され、第二および第三のクインテットは２５°Ｃの温度に維持された。繊維はひだを付け
られて１．５インチに切断された。スピン仕上げは、切断ユニットの前で０．５％に調節
された。繊維は次に、液体窒素中カミソリの刃で切断され、走査電子顕微鏡法で分析され
た。破砕面は、Ｄｅｎｔｏｎ　Ｖａｃｕｕｍ　Ｄｅｓｋ　Ｖシステム中、７５　ｓに対し
て１５ｍＡを使用して、金・パラジウムでスパッタコーティングされ、Ｆｉｅｌｄ　Ｅｍ
ｉｓｓｉｏｎ　Ｑｕａｎｔａ　６５０でＳＥＭ分析された。結果が図１４に記載されてい
る。以下の表に示されるように、繊維のさまざまな特性も試験された。
【０１３２】
【表４】

【０１３３】
　熱ボンデッドカーデッドウェブ（３０ｇｓｍ）もカーディングライン上で製造された。
熱接着ウェブには、図１５に示されるようにダイアモンド接着パターンが使用された。カ
レンダー温度は１５０°Ｃであり、カーディング速度は２５０フィート／分であった。次
に、以下に示されるように、ウェブのさまざまな特性が試験された。
【０１３４】

【表５】
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【０１３５】
　本発明は、その特定の実施形態に関して詳細に記述されているが、当然のことながら、
当業者であれば、上記の理解を得ることで、これらの実施形態に対する改造、その変形、
およびそれとの等価物をすぐに思いつくことができる。従って、本発明の範囲は、添付し
た請求項およびその任意の等価物の範囲として評価されるべきである。
【０１３６】
　特許請求の範囲に記載の数値限定に「約」が記載されているか否かにかかわらず、本発
明の技術思想に鑑みて、実質的に同一の範囲を含むものである。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】
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